
第 6回肝炎対策推進協議会

議 事 次 第

日  時 平成 23年 8月 29日 (月 )
15:00～ 17:00

場  所 厚生労働省専用第 12会議室
(12階 )

1.開 会

2.議 事

(1)各自治体における肝炎対策の取組状況等について

(2)日本肝炎デーの制定について

(3)その他

3.閉 会



第6回 肝炎対策推進協議会座席表

相

澤
委

員

林

会

長

溝

上

委

員

平成23年 8月 29日 (月 )
15:00～ 17:00
中央合同庁舎第5号館 12F

阿音F委員

天野委員

木村委員

熊田委員

櫻山委員

篠原委員

専用第12会議室

松岡委員

南部委員

龍岡委員

田中委員

武田委員

瀬戸委員

正
林

結

核
感

染

症

課

長

神

ノ

田

肝
炎

対
策

推

進

室

長

外

山
　

健

康

局

長

篠

田

大

臣
官
房

審

議

官

松

岡
　

総

務

課

長

○ 〇 ○

○

　

○

○

　

○

○

○

　

○

○

　

○

○

　

○

○ ○○ ○○

速記

事務局席

傍聴席



肝炎対策推進協議会委員名簿

(平成23年 8月 29日 現在 )

氏 名 役 職

“
治
ユ
好

勒

澤

し
　
日
日

あ

士
↑

北里大学副学長、医学部教授

ち
　
一

”
洋

べ
部

あ
阿

日本肝ll■病患者団体協議会

あ ま の

天 野
こ
子

ふ
聰

日本肝臓病患者団体協議会

ら
村
き
木

しん い ち

伸 ―
B型肝炎訴訟元原告

だ

田

ま

し
し
ヽ

く

ハ
月
ハ

ひ ろみつ

博 光
国家公務員共済組合連合会虎の門病院分院長

ぉ
夫
よと
豊
ユ

ま

中
山
諷
桜

東京都福祉保健局技監

掟
子
』
一浮

出
原
¨
篠

日本労働組合総連合会総合政策局生活福祉局局長

と

一層

せ
瀬

み の る

実
全国中小企業団体中央会理事 。事務局長

だ

田
た
武

せ  い  こ

せ い 子
薬害肝炎原告団

た な か

田 中 に
子
ゅ
純

じ

広島大学大学院医歯薬学総合研究科教授

凌
晃
却
資

お
口
円

つ
　
』
Ｆ
し

た

立
目

学習院大学法科大学院教授

とりごえ しゅんたろう

鳥 越 俊太郎 (有 )エーアン ドエス鳥越事務所代表取締役

な ん ぶ

南 部
こ
子
み
美
ゅ
由

福岡県早良保健所所長

は  や  し

林

の り お

糸己  りに
関西労災病院院長

こ
子
ち
智
み
美

し
井

ぅ́ひ
平

薬害肝炎原告団

ヵ
坂

ほ
保

し 'ず  り

シゲリ
社団法人日本医師会常任理事

お
回
円

ま
松

さ だ え

貞 江
日本肝臓病患者団体協議会

み ぞ か み  ま さ し

溝 上  雅 史
独立行政法人国立国際医療研究センター
肝炎・免疫研究センター長

れ
暁

あ
」
下
養
宮

健康保険組合連合会常任理事

わ き た

脇 田
じ
字

た
隆

国立感染症研究所ウイルス第 2部部長

(五十音順・敬称略 )



(資 料 )

資料 1

資料 2

配 布 資 料 ― 酔見

各自治体における肝炎対策の現状について (概要 )

日本肝炎デーの制定について (案 )

資 料)

肝炎対策基本法 …・・…………………………………………………

肝炎対策の推進に関する基本的な指針

頁

1～ 7

9～ 11

頁

1～ 6

7～ 18

19-23

25-26

27

29-33

35-50

51-66

67-68

69～ 72

73

75～ 101

(参 考

参考資料 1

参考資料 2

参考資料 3

参考資料 4

参考資料 5

参考資料 6

参考資料 7

参考資料 8

参考資料 9

参考資料 10-1

参考資料 10-2

に対する意見の募集

医薬品部会で新たに審議されたウイルス性肝炎治療薬について

肝炎対策の推進に関する基本的

(パブリックコメント)の結果

平成23年度肝炎総合対策予算

平成22年度肝炎治療特別促進

平成 21年度肝炎ウイルス検査
(特定感染症検査等事業、健康

各自治体における肝炎対策の現

な指針 (案 )

について

事業の実績

の実績

増進事業における肝炎ウイルス検診 )

状について (平成 23年 4月現在 )

肝疾患診療連携拠点病院一覧 (平成 23年 4月 1日 現在 )

平成 23年度肝炎等克服緊急対策研究事業採択課題一覧

平成23年度難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業
(肝炎関係研究分野)採択課題一覧

参考資料 11 B型肝炎訴訟について



1~1日 肝炎ウイルス検査(特定感染症検査等事業)の実施状況
※ 調査対象 :都道府県、保健所設置市、

特別区 (計 138)

|―

※無料検査日未実施の主な理由
(委託医療機関・未実施)の場合、
保健所のみで対応可能 <22>
健康増進事業として、委託医療機関
における無料検査実施 <11>
(保健所 。未実施)の場合、
委託医療機関において実施 <13>

②

＞

＞
　

③

＞

※保健所、委託医療機関の双方、又は、いずれかにおける実施



172.肝炎ウイルス検査(特定感染症検査等事業)において、
陽性 (疑いが高い)者に対する、検査後の対応状況

※調査対象 :都道府県、保健所設置市、
特別区 (計138)

※フォローアップ未実施の主な理由
>匿名検査により、追跡不可 (HI∨等、

― ―

|

|

他の性感染症検査との同時実施等)|
|

※フォローアツプ未実施の主な理由
>医療機関の判断に一任 (委託契約内容にフォローアップは含まなしり,等

保健所

実施分

特別区 (23)

フォローアップの具体的取組
>専門医への受診勧奨
>専 P5医への紹介1犬交付

>専門医への紹介状交付+返送状況による受診確認、未受診者への受診勧
>電話・来所による相談実施,・ 受診状況の確認・未受診者への受診勧奨等

※フォローアップの具体的取組

●保健所/委託医療機関から、
ン専門医への受診勧奨
>専門医への紹介状交付
●保健所から、
>電話/保健所への来所による相談の実施
>電話による受診状況の確認、未受診者への受診勧奨,等

委託医療機関
実施分

自
治
体
区
分
特別区 (23)

機関が独自に行い、自治体として個々の対応を把

※なお、半年後等、継続的なフォローアップを実施していると回笞した自治体は、

都道府県(12)、 保健所設置市(15)、 特別区(4)、 であった。



※ 調査対象 :都道府県 (計47)

※未指定等の自治体

●拠点病院指定かつ相談センター未設置
:福島県 → 設置に向け検討中

O専門医療機関未確保
:和歌山県、沖縄県→ 23年度中確保予定

指定済み拠点病院 (相談センタ…)の取組については、
肝炎情報センタ

「

において、別途、調査を実施

※ なお、拠点病院等連絡協議会については、拠点病院指定済み47都道府県において、

未指定、又は、未開催 (不明含む) : 14 都道府県
委員名、又は、構成医療機関名について、公表済み  : 13 県 という状況

非公表の主な理由 :委嘱時に同意を得ていないため 等

＞

＞



3.都道府県における、肝炎対策協議会の設置・開催状況
※調査対象 :都道府県

(計47)

…

委員としての

患者等※1の任命状況
開催実績(22年度)

実施 予定
未定/
不要 な し 1回 2回 3回

繊
継
０
47 26 9 12 10 28 8

■

１

※ 1 患者等とは、患者・感染者・家族・遺族のいずれかを指す。

゛ ヽ

★ 患者等を委員と していない主な理由 :

>  IIE在、検討中
″  肝炎対策協議会以外において、憲者会との意見交換実施
>  県下に代表的患者会が存在しない、又は、把握できていない
″  専門的な議論を行う場であるため、 等



※ 調査対象 :都道府県、保健所設置市、

↓     特別区(計 138)

※本頁集計対象 :都道府県 (計47)

1■

'IⅢ

●■:■■■1,

=,.■
.■ |■‐■‐1■■|:ぜ:==●|●, ′11■ |ヽ`す |, ||: | |● :

肝炎対策に特

化した計画
保健医療計画

がん対策推進

計画
その他

策定予定

検討中

2 14 20 2 13

ヽ 1

肝炎対策協議会等の委員として、患者等

を任命している場合を含む

ヒフリング内容 :

・肝炎ウイルス検査受言つ率の向上

・診療連携体制の充実
・肝炎患者支援の充実
・普及啓発の実施  等



¨

一

※ 調査対象 :都道府県、保健所設置市、

↓      特別区(計138)
※本頁集計対象 :都道府県 (計47)

例)肝炎医療賣助成制度改正、肝炎ウイルス検査受診勧奨、市民公開講座内容の
掲載、月干疾患相談室の案内 等

例)県医師会雑誌に肝炎治療について掲載、肝炎対策協議会座談会の抄録掲載 等

例)肝炎医療費助成制度改正、肝炎ウイルス検査受診勧奨 等

●新聞 :

(24自治体〉

●雑誌 :

(6自治体〉

●テレビ :

(7自治体〉

●自治体広報誌

(25自治体〉

●シンポジウム
(26自治体〉

●その他 :

(17自治体〉

: 例 )

:  夕1)

肝炎医療賣助成制度改正、肝炎ウイルス検査受診勧奨、肝臓週間の案内、
肝疾患相談センターの案内、

市民公開講座における肝炎医療賣助成制度紹介、医師会等を対象とした
フォーラム 等

例)メールマガジンにおいて情報提供、ラジオ広報、巡回バスにポスターを設置、
コンビニにおけるポスター掲示、リーフレット配架、電光掲示板の利用、等

!

―― J

ポスター・ リーフレットの内容
‐

22
それ以外の取組としては、下記内容等を実施。

!___



肝炎患者支援手帳の作成 日配布 17/47都 道府県 3/47都道府県

地域肝炎治療コーディネーターの
養成

7/47都道府県 4/47都道府県

特定感染症検査等事業における
出張型検診の実施

9/138
都道府県・保健所設置市・特別区

0/138
都道府県・保値所設置市・特別区

健康増進事業に基づく肝炎ウイル
ス検診における個別勧奨メニュー
の実施 (※ 2)

833/1,746
市町村

84/1, 746
市町村

※1 独自実施 (予定)…特別枠事業によらず、独自に各特別枠事業と同様の趣旨。内容により事業を実施 (予定を含む)
している場合に計上。

※2 東日本大震災の影響により、一部の自治体において現状では実施予定状況の把握が困難であるとの回答を得ている。



資料 2

日本肝炎デーの制定について (案 )

1.趣旨

肝炎対策基本指金十において、「平成 22年 5月 、世界保健機関 (WHO)総 会
において、世界肝炎デーの実施が決議 されたことを踏まえ、日本肝炎デーを設

定する。」とされたことから、その設定につしヽて、肝炎対策推進協議会に御意見

をお聴きするもの。

2.ll■ネ甫日

毎年 7月 28日 (WHOにおいて決議された世界肝炎デーと同日)

3.その他

公益財団法人ウイルス肝炎研究財団が従来から実施 している 明干臓週間」は、

毎年 5月 の第 4週 と定められているが、時期の変更等も含めて、日本肝炎デー

との連携の在 り方等について、ウイルス肝炎研究財団と連絡調整をしながら検

討 していく予定。

0



世界肝炎デーについて

1 世界肝炎デーとは

世界保健機関 (WHO)が 、世界的レベルでのウイルス性肝炎のまん延防止
と患者・感染者に対する差別・偏見の解消や感染予防の推進を図ることを目的

として、昨年 5月 のWHO総 会において、 7月 28日 を “World Hepatitis
Day"(世界肝炎デー)と することを決定。今年の 7月 28日 に、第一回目が実施
されたもの。

なお、世界肝炎デーについては、世界肝炎アライアンス (世界中の 280を超
えるB型肝炎。C型肝炎患者団体と連携 して活動するNGOで 2007年 に発足)が、
2008年に世界肝炎デーの活動を開始していた。

2 今年の世界肝炎デーキャンペーンテーマについて

今年のテーマは、「This is hepatitis」 、スローガンは、「Know it.Confront

it.Hepatitis affects everyone,everywhere」 (肝炎は世界中の誰もが感染す

る病気。正 しく理解 し、立ち向かおう。)であつた。
(WHOの 関連サイ ト)
http://wηv、v.who.int/mediacentre/events/annua1/world_hepatitis_day/en/in

dex.htllll

3 今年の世界肝炎デーにおける厚生労働省の取組について

本年 7月 28日 、厚生労働省ホームページにおいて世界肝炎デーのお知 らせや

地方公共団体に対 し普及啓発等の推進の呼びかけをするとともに、世界肝炎デ

ーの前 日、ラジオ番組 (」APAN FM NETWORK「 OHI HAPPY MORNING」 内)を使った
広報活動を行つた。なお、当該 ラジオ番組の収録の状況については、厚生労働

省動画チャンネル (YOU TUBE)に おいて公開 している。

(動画サイ ト)

http://w、 v、v.youtube.cOm/watch?v=8DAqHWSUiKw

10



肝臓週間について

1 肝臓週間とは

肝疾患について正しい知識の普及 と予防の重要性の知識を高めることを目的

として、平成 3年度から、ウイルス肝炎研究財団の主催により実施 されている
もの。

2 今年度実績

期 間 : 平成 23年 5月 23日 (月 )か ら5月 29日 (日 )まで
実施機関 : 主催 財団法人ウイルス肝炎研究財団

共催 社団法人日本肝臓学会
後援 厚生労働省、 (社)日 本医師会、 (社)日 本薬剤師会、

(社)アルコール健康医学協会、 (財)日 本消化器病学会
主な取組 : 1.5月 28日 (土 )、 山梨県甲府市において、「肝炎・肝がんの

最新治療」をテーマ として、パネルディスカッションを開

催。

2.ポスターを作成 し、地方公共団体等に配布。

3 地方公共団体における取組

各都道府県・保健所設置市 0特別区においても、肝臓週間に合わせて、シン
ポジウムの実施や広報による普及啓発活動を実施。

1■



参考資料 1

肝 炎対 策基本法 (平成二十一年法律第 九十 七号 )

目次

前文

第一章 総則 (第一条―第八条 )
第二章 肝炎対策基本指針 (第九条・第十条 )
第二章 基本的施策
第一節 肝炎の予防及び早期発見の推進 (第十一条・第十二条 )
第二節 肝炎医療の均てん化の促進等 (第十三条―第十七条)
第三節 研究の推進等 (第十八条)
第四章 肝炎対策推進協議会 (第十九条 。第二十条)
附則

今 日、我が国には、肝炎ウイルスに感染し、あるいは肝炎に罹 (り )患 した者が多数存在
し、肝炎が国内最大の感染症となっている。

肝炎は、適切な治療を行わないまま放置すると慢性化し、肝硬変、肝がんといったより重

篤な疾病に進行するおそれがあることから、これらの者にとって、将来への不安は計り知れ

ないものがある。

戦後の医療の進歩、医学的知見の積重ね、科学技術の進展により、肝炎の克服に向けた道

筋が開かれてきたが、他方で、現在においても、早期発見や医療へのアクセスにはいまだ解

決すべき課題が多く、さらには、肝炎ウイルスや肝炎に対する正しい理解が、国民すべてに

定着 しているとは言えない。

B型肝炎及び C型肝炎に係るウイルスヘの感染については、国の責めに帰すべき事由によ
りもたらされ、又はその原因が解明されていなかったことによりもたらされたものがある。

特定の血液凝固因子製剤に C型肝炎ウイルスが混入することによって不特定多数の者に感
染被害を出した薬害肝炎事件では、感染被害者の方々に甚大な被害が生じ、その被害の拡大

を防止 し得なかったことについて国が責任を認め、集団予防接種の際の注射器の連続使用に

よつて B型肝炎ウイルスの感染被害を出した予防接種禍事件では、最終の司法判断において
国の責任が確定している。

このような現状において、肝炎ウイルスの感染者及び肝炎患者の人権を尊重しつつ、これ

らの者に対する良質かつ適切な医療の提供を確保するなど、肝炎の克服に向けた取組を一層

進めていくことが求められている。

ここに、肝炎対策に係る施策について、その基本理念を明らかにするとともに、これを総

合的に推進するため、この法律を制定する。

第一章 総則
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(目 自勺)

第一条 この法律は、肝炎対策に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体、医療保険者、
国民及び医師等の責務を明らかにし、並びに肝炎対策の推進に関する指針の策定につい

て定めるとともに、肝炎対策の基本となる事項を定めることにより、肝炎対策を総合的
に推進することを目的とする。

(基本理念)                                    ・

第二条 肝炎対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。
一 肝炎に関する専門的、学際的又は総合的な研究を推進するとともに、肝炎の予防、
診断、治療等に係る技術の向上その他の研究等の成果を普及し、活用 し、及び発展さ

せること。

三 何人もその居住する地域にかかわらず等 しく肝炎に係る検査 (以下「月干炎検査」と
いう。)を受けることができるようにすること。
三 肝炎ウイルスの感染者及び肝炎患者 (以下 「肝炎患者等」という。)がその居住す
る地域にかかわらず等しく適切な肝炎に係る医療 (以下 「肝炎医療」という。)を受
けることができるようにすること。

四 前三号に係る施策を実施するに当たっては、肝炎患者等の人権が尊重され、肝炎患
者等であることを理由に差別されないように配慮するものとすること。

(国の責務 )

第二条 国は、前条の基本理念 (次条において 「基本理念」という。)にのっとり、肝炎対
策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

(地方公共団体の責務 )

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、肝炎対策に関し、国との連携を図りつつ、
その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

(医療保険者の責務 )

第五条 医療保険者 (介護保険法 (平成九年法律第百二十三号)第七条第七項に規定する医   `
療保険者をいう。)は、国及び地方公共団体が講ずる肝炎の予防に関する啓発及び知識
の普及、肝炎検査に関する普及啓発等の施策に協力するよう努めなければならない。    

′

(国民の責務)

第六条 国民は、肝炎に関する正しい知識を持ち、肝炎患者等が肝炎患者等であることを理
由に差別されないように配慮するとともに、肝炎の予防に必要な注意を払うよう努め、
必要に応じ、肝炎検査を受けるよう努めなければならない。
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(医師等の責務 )

第七条 医師その他の医療関係者は、国及び地方公共団体が講ずる肝炎対策に協力し、
肝炎

の予防に寄与するよう努めるとともに、肝炎患者等の置かれている状況を深く認識し、

良質かつ適切な肝炎医療を行うよう努めなければならない。

(法制上の措置等 )
・  第八条 政府は、肝炎対策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講

じなければならない。

第二章 肝炎対策基本指針

(肝炎対策基本指針の策定等 )

第九条 厚生労働大臣は、肝炎対策の総合的な推進を図るため、肝炎対策の推進に関する基
本的な指針 (以下 「肝炎対策基本指針」という。)を策定しなければならない。
2 肝炎対策基本指針は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向
二 肝炎の予防のための施策に関する事項
三 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項
四 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項
五 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項
六 肝炎に関する調査及び研究に関する事項
七 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項
八 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項
九 その他肝炎対策の推進に関する重要事項
3 厚生労働大臣は、肝炎対策基本指針を策定しようとするときは、あらかじめ、関係行
政機関の長に協議するとともに、肝炎対策推進協議会の意見を聴くものとする。
4 厚生労働大臣は、肝炎対策基本指針を策定したときは、遅滞なく、これをインターネ
ットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。

5 厚生労働大臣は、肝炎医療に関する状況の変化を勘案し、及び肝炎対策の効果に関す
る評価を踏まえ、少なくとも五年ごとに、肝炎対策基本指針に検討を加え、必要がある

と認めるときには、 これを変更しなければならない。
6 第二項及び第四項の規定は、肝炎対策基本指針の変更について準用する。

(関係行政機関への要請 )

第十条 厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対して、肝炎対
策基本指針の策定のための資料の提出又は肝炎対策基本指針において定められた施策
であって当該行政機関の所管に係るものの実施について、必要な要請をすることができ
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る。

第二章 基本的施策

第一節 肝炎の予防及び早期発見の推進

(肝炎の予防の推進)

第十一条 国及び地方公共団体は、肝炎の予防に関する啓発及び知識の普及その他の肝炎   ・
の予防の推進のために必要な施策を講ずるものとする。

(肝炎検査の質の向上等)

第十二条 国及び地方公共団体は、肝炎の早期発見に資するよう、肝炎検査の方法等の検討、
肝炎検査の事業評価の実施、肝炎検査に携わる医療従事者に対する研修の機会の確保そ
の他の肝炎検査の質の向上等を図るために必要な施策を講ずるとともに、肝炎検査の受

検率の向上に資するよう、肝炎検査に関する普及啓発その他必要な施策を講ずるものと

する。

第二節 肝炎医療の均てん化の促進等

(専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成)

第十三条 国及び地方公共団体は、インターフェロン治療等の抗ウイルス療法、肝庇護療
法その他の肝炎医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者
の育成を図るために必要な施策を講ずるものとする。

(医療機関の整備等)

第十四条 国及び地方公共団体は、肝炎患者等がその居住する地域にかかわらず等しくその
状態に応じた適切な肝炎医療を受けることができるよう、専門的な肝炎医療の提供等を

行う医療機関の整備を図るために必要な施策を講ずるものとする。

2 国及び地方公共団体は、肝炎患者等に対し適切な肝炎医療が提供されるよう、前項
の医療機関その他の医療機関の間における連携協力体制の整備を図るために必要な施   ‐
策を講ずるものとする。

(肝炎患者の療養に係る経済的支援)

第十五条 国及び地方公共団体は、肝炎患者が必要に応じ適切な肝炎医療を受けることが
できるよう、肝炎患者に係る経済的な負担を軽減するために必要な施策を講ずるものと

する。

(肝炎医療を受ける機会の確保等)
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第十六条 国及び地方公共団体は、肝炎患者が肝炎医療を受けるに当たって入院、通院等
に支障がないよう医療機関、肝炎患者を雇用する者その他の関係する者間の連携協力体

制を確保することその他の肝炎患者が肝炎医療を受ける機会の確保のために必要な施

策を講ずるとともに、医療従事者に対する肝炎患者の療養生活の質の維持向上に関する

研修の機会を確保することその他の肝炎患者の療養生活の質の維持向上のために必要

な施策を講ずるものとする。

(肝炎医療に関する情報の収集提供体制の整備等 )

第十七条 国及び地方公共団体は、肝炎医療に関する情報の収集及び提供を行う体制を整備
するために必要な施策を講ずるとともに、肝炎患者等、その家族及びこれらの者の関係

者に対する相談支援等を推進するために必要な施策を講ずるものとする。

第二節 研究の推進等

第十八条 国及び地方公共団体は、革新的な肝炎の予防、診断及び治療に関する方法の開発
その他の肝炎の罹患率及び肝炎に起因する死亡率の低下に資する事項についての研究
が促進され、並びにその成果が活用されるよう必要な施策を講ずるものとする。
2 国及び地方公共団体は、肝炎医療を行う上で特に必要性が高い医薬品及び医療機器の
早期の薬事法 (昭和三十五年法律第百四十五号)の規定による製造販売の承認に資する
ようその治験が迅速かつ確実に行われ、並びに肝炎医療に係る標準的な治療方法の開発
に係る臨床研究が円滑に行われる環境の整備のために必要な施策を講ずるものとする。

第四章 肝炎対策推進協議会

第十九条 厚生労働省に、肝炎対策基本指針に関し、第九条第二項 (同条第六項において準
用する場合を含む。)に規定する事項を処理するため、肝炎対策推進協議会 (以下 「協
言義会」という。)を置く。

第二十条 協議会は、委員二十人以内で組織する。
2 協議会の委員は、肝炎患者等及びその家族又は遺族を代表する者、肝炎医療に従事す
る者並びに学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が任命する。

3 協議会の委員は、非常勤とする。
4 前三項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定め
る。

附 則

(施行期日)

ド
Ｄ



第一条 この法律は、平成二十二年一月一日から施行する。

(肝硬変及び肝がんに関する施策の実施等 )

第二条 国及び地方公共団体は、肝硬変及び肝がんに関し、その治療を行う上で特に必要
性が高い医薬品及び医療機器の早期の薬事法の規定による製造販売の承認に資する

ようその治験が迅速かつ確実に行われ、並びに新たな治療方法の研究開発の促進その

他治療水準の向上が図られるための環境の整備のために必要な施策を講ずるものと

する。

2 肝炎から進行した肝硬変及び肝がんの患者に対する支援の在り方については、これ
らの患者に対する医療に関する状況を勘案し、今後必要に応じ、検討が加えられるも
のとする。
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参考資料 2

肝炎対策の推進に関する基本的な指針

平成 23年 5月 16日

目次

第 1 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向
第 2 肝炎の予防のための施策に関する事項
第 3 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項
第 4 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項
第 5 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項
第 6 肝炎に関する調査及び研究に関する事項
第 7 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項
第 8 肝炎に関する啓発及び知臓の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項
第 9 その他肝炎対策の推進に関する重要事項

肝炎とは、肝臓の細胞が破壊されている状態であり、その原因は、ウイルス性、ア

ルコール′lt、 自己免疫性等に分類され、多様である。我が国では、B型肝炎ウイルス
又は C型肝炎ウイルス (以下「月千炎ウイルス」という。)感染に起因する肝炎患者が肝
炎にり患した者の多くを占めており、B型肝炎及び C型肝炎に係る対策が喫緊の課題
となっている。

近年の国におけるB型肝炎及び C型肝炎に係る対策については、平成 14年度以降、
C型肝炎等緊急総合対策を実施し、平成 19年度には、者『道府県に対し、肝疾患診療連
携拠点病院 (以下「拠点病院」という。)の整備について要請する等の取組を進めてき
た。

また、平成 20年度以降、肝炎の治療促進のための環境整備、肝炎ウイルス検査の促
進、肝炎に係る診療及び相談体制の整備、国民に対する肝炎に係る正しい知識の普及

啓発並びに肝炎に係る研究の推進の 5本の柱からなる肝炎総合対策を進めてきた。
さらに、研究分野に関しては、平成 20年 6月 に、肝炎の専門家からなる肝炎治療戦
略会議が 「肝炎研究 7カ年戦略」を取りまとめ、これに基づき肝炎研究に取り組んで

きたところである。

しかしながら、肝炎ウイルスに感染しているものの自党のない者が多数存在すると

推定されることや、肝炎ウイルスに起因する肝炎、肝硬変又は肝がんに係る医療 (以

下「肝炎医療」という。)の体制が十分整備されていない地域があること等、肝炎医療
を必要とする者に適切に肝炎医療を提供していくためには、いまだ解決すべき課題が

多い。また、肝炎ウイルスの感染経路等についての国民の理解が十分でないことや、

肝炎ウイルス検査を受検する必要性に関する認識が十分でないことに加え、一部では、

肝炎ウイルスに持続感染している者 (ウイルス性肝炎から進行した肝硬変又は肝がん

の患者を含む。以下「肝炎患者等」という。)に対する不当な差別が存在することが指
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摘 されている。このような状況を改善し、今後、肝炎対策のよリー層の推進を図るた

めには、国や地方公共団体のみならず、あらゆる関係者が一体となって、よリー層の

連携を図ることが必要である。

本指針は、このような現状の下に、肝炎患者等を早期に発見し、また、肝炎患者等

が安心して治療を受けられる社会を構築するため、国、地方公共団体等が取り組むベ

き方向性を示すことにより、肝炎対策のよリー層の推進を図ることを目的とし、肝炎

対策基本法 (平成 21年法律第 97号)第 9条第 1項の規定に基づき策定するものであ
る。

なお、我が国では、現在、肝炎にり患 した者に占める患者数の多さから、B型肝炎
及び C型肝炎に係る対策が喫緊の課題 となっている。このため、本指針においては、
B型肝炎及び C型肝炎に係る対策に関する事項を定めるものとする。

第 1 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向
(1)基本的な考え方
肝炎 (B型肝炎及び C型肝炎をい う。以下同 じ。)は、適切な治療を行わないまま
放置すると慢性化 し、肝硬変や肝がんといったより重篤な病態に進行するおそれがあ

る。このため、肝炎患者等が生活する中で関わる全ての者が肝炎に対する理解を深め、
これらの者の協力の下、肝炎患者等が安心 して生活できる環境づくりに取 り組むこと

が必要である。

また、肝炎対策は、肝炎患者等を含めた国民の視点に立ち、国民の理解、協力を得

て、肝炎患者等を含む関係者が一体となつて、連携 して対策を進めることが重要であ

る。

(2)肝炎ウイルス検査の更なる促進
肝炎ウイルスの感染経路は様々であり、個々人が肝炎ウイルスに感染した可能性が

あるか否かを一概に判断することは困難であることから、全ての国民が、少なくとも

一回は肝炎ウイルス検査を受検する必要があると考えられる。このため、肝炎ウイル

ス検査の受検体制を整備 し、受検の勧奨を行 うことが必要である。

(3)適切な肝炎医療の推進
肝炎患者等の健康保持のためには、個々の状況に応じた適切な治療を受けること

が重要である。

肝炎患者等に対し、病態に応 じた適切な肝炎医療を提供するためには、専門的な

知識や経験が必要であるため、個々の肝炎患者等は、肝炎医療を専門とする医療機

関 (以下 「専門医療機関」という。)において治療方針の決定を受けることが望まし
い 。

また、専門医療機関において治療方針の決定を受けた肝炎患者等は、継続 して適

切な治療を受けることが必要である。

このため、肝炎患者等が、居住地域にかかわらず適切な肝炎医療を受けられるよ
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う、地域の特性に応 じた肝疾患診療体制の整備の促進に向けた取組を進める必要が

ある。

また、肝炎 ウイルスを排除し又はその増殖を抑制する抗ウイルス療法 (月干炎の根

治目的で行 うインターフェロン治療又は B型月千炎の核酸アナログ製剤治療をいう。
以下同じ。)については、肝硬変や肝がんといった、より重篤な病態への進行を予防
し、又は遅らせることが可能であ り、また、ウイルス量が低減することにより二次

感染の予防につながるという側面がある。このため、引き続き、抗ウイルス療法に

対する経済的支援に取 り組み、その効果を検証 していく必要がある。

(4)肝炎医療を始めとする研究の総合的な推進
肝炎は国内最大級の感染症であり、感染を放置すると肝硬変や肝がんといった重

篤な病態に進行する。このため、肝炎医療の水準の向上等に向けて、肝炎に関する

基礎、臨床及び疫学研究等を総合的に推進する必要がある。

また、肝炎患者等の負担軽減に資するよう、肝炎対策を総合的に推進するための

基盤 となる行政的な課題を解決するために必要な研究についても進める必要がある。

(5)肝炎に関する正 しい知識の更なる普及啓発
肝炎 ウイルスは、感染しても自覚症状に乏しいことから、感染に気付きにくく、ま

た、感染を認識 していても、感染者が早急な治療の必要性を認識 しにくい。このため、

国民一人一人が自らの肝炎ウイルスの感染の有無を把握し、肝炎についての正しい知

識を持つよう、更なる普及啓発に取 り組む必要がある。

さらに、肝炎患者等に対する不当な差別を解消 し、また、感染経路についての知識

不足による新たな感染を予防するためにも、肝炎についての正 しい知識の普及が必要

である。

(6)肝炎患者等及びその家族等に対する相談支援や情報提供の充実
肝炎患者等及びその家族等の多くは、肝炎が肝硬変や肝がんといった、ょり重篤

な病態へ進行することに対する将来的な不安を抱えている。また、治療における副

作用等、治療開始前及び治療中において、精神的な負担に直面することも多い。こ

のため、こうした肝炎患者等及びその家族等の不安や精ネ申的負担の軽減に資するた

め、肝炎患者等及びその家族等への相談支援を行 う必要がある。

また、肝炎患者等及びその家族等を含む国民の視点に立った分かりやすしν情報提

供について、取組を強化する必要がある。

第 2 肝炎の予防のための施策に関する事項
(1)今後の取組の方針について
感染経路についての知識不足による新たな感染を予防するため、全ての国民に対
して肝炎についての正しい知識を普及することが必要である。

また、国は、地方公共団体に対 して、妊婦に対するB型肝炎抗原検査を妊婦健康

針
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診査の標準的な検査項目として示すほか、各医療機関において、当該検査の結果が

陽性であった妊婦から出生 した乳児に対する B型肝炎ワクチンの接種等の適切な対
応が行われるよう指導を求める等の B型肝炎母子感染予防対策を講 じてお り、引き
続きこの取組を進める。

さらに、B型肝炎の感染はワクチンによつて予防可能であることから、水平感染
防止の手段の一つとして、B型肝炎ワクチンの予防接種の在 り方について検討を行
う必要がある。

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、肝炎ウイルスヘの新たな感染の発生を防止するため、日常生活上の感染
予防の留意点を取 りまとめた啓発用の資材や、集団生活が営まれる各施設におけ

る感染予防ガイ ドライン等を作成するための研究を推進する。また、当該研究の

成果物を活用 し、地方公共団体等 と連携を図り、普及啓発を行 う。

イ 国は、ピアスの穴あけ等血液の付着する器具の共有を伴 う行為や性行為等、感
染の危険′性のある行為に興味を抱 く年代に対して、肝炎についての正しい知識 と

理解を深めるための情報を取 りまとめ、地方公共団体等と連携を図 り、普及啓発

を行 う。

ウ 国及び地方公共団体は、医療従事者等の感染の リスクの高い集団を中心として、
B型肝炎ワクチンの有効性、安全性等に関する情報提供を行 う。
工 国は、水平感染防止の手段としての B型肝炎ワクチン接種の有効性、安全性
等に関する情報を踏まえ、当該ワクチンの予防接種の在 り方について検討を行 う。

第 3 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項
(1)今後の取組の方針について
肝炎ウイルスの感染状況を本人が把握するための肝炎ウイルス検査については、医

療保険者や事業主等の多様な実施主体において実施 されていることや、プライバシー

に配慮 して匿名で実施されている場合があること等から、当該検査の受検状況の実態

を把握することは困難な状況にある。しかしながら、肝炎ウイルス検査体制の整備及

び普及啓発を効果的に実施するためには、施策を行 う上での指標が必、要であり、この

ため、従前から実施 している肝炎ウイルス検査の受検者数の把握のための調査に加え

て、肝炎 ウイルス検査の受検率について把握するための調査及び研究が必要である。

また、肝炎 ウイルス検査の未受検者や、受検 しているが検査結果を正 しく認識 して

いない者等、感染の事実を認識 していない肝炎患者等が多数存在することが推定され

る。このため、感染経路は様々であり、本人の自覚なしに感染している可能性がある

ことを含めて、肝炎に関する正しい知識の普及啓発を行い、全ての国民が少なくとも

一回は肝炎 ウイルス検査を受検することが必要であることを周知する。また、希望す

る全ての国民が肝炎ウイルス検査を受検できる体制を整備 し、その効果を検証するた

めの研究を推進する必要がある。

さらに、肝炎 ウイルス検査の結果について、受検者各自が正しく認識できるよう、
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肝炎の病態等に係る情報提供を行 うとともに、肝炎医療に携わる者に対 し、最新の肝

炎 ウイルス検査に関する知見の修得のための研修の機会を確保する必要がある。

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、国民の肝炎ウイルス検査に係る受検率や検査後の受診状況等について
把握するための調査及び研究を行 う。

イ 国は、現在、地方公共団体が実施主体となって行つている肝炎ウイルス検査
について、地方公共団体に対 し、引き続き、検査実施 とその体制整備を要請す

るとともに、肝炎ウイルス検査の個別勧奨や出張型検診等を推進することによ

り、更なる検査実施を支援する。

ウ 国及び地方公共団体は、住民に向けた肝炎ウイルス検査に関する広報を強化
する。あわせて、職域において健康管理に携わる者や、医療保険者、事業主等

の関係者の理解と協力の下、引き続き、これらの関係者から、労働者に対する

受検勧奨が行われるよう要請する。

工 国は、多様な検査機会が確保されるよう、医療保険者が健康保険法 (大正 11
年法律第 70号)に基づき行 う健康診査等及び事業主が労働安全衛生法 (昭和 47

年法律第 57号)に基づき行 う健康診断に併せて実施する肝炎 ウイルス検査につ
いては、継続 して実施 されるよう医療保険者及び事業主に対 して要請する。ま

た、医療保険者や事業主が肝炎ウイルス検査を実施する場合の検査結果につい

て、プライバシーに配慮 した適正な通知 と取扱いがなされるよう、医療保険者

及び事業主に対して改めて周知する。

オ 国は、肝炎ウイルス検査の受検前及び結果通知時において、受検者各自が、
病態、治療及び予防について正しく認識できるよう、肝炎の病態、治療及び予

防に関する情報を取 りまとめ、地方公共団体等 と連携を図り、普及啓発を行 う。

力 国及び地方公共団体は、医療機関に対 し、手術前等に行われる肝炎ウイルス
検査の結果について、受検者に適切に説明を行 うよう要請する。また、国は、

医療機関において手術前等に行われる肝炎ウイルス検査の結果の説明状況等に

ついて、実態把握のための調査研究を行 う。

キ 国は、独立行政法人国立国際医療研究センター肝炎情報センター (以下 「肝
炎情報センター」とい う。)に対 し、国立国際医療研究センターの中期目標及び
中期計画に基づき、拠点病院において指導的立場にある医療従事者に対して、

最新の知見を踏まえた肝炎検査及び肝炎医療に関する研修が行われるよう要請

する。

第 4 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項
(1)今後の取組の方針について
肝炎ウイルス検査の結果、診療が必要と判断された者が医療機関で受診 しない、ま

た、たとえ医療機関で受診 しても、必ず しも適切な肝炎医療が提供されていないとい

う問題点が指摘されている。
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このため、全ての肝炎患者等が継続的かつ適切な肝炎医療を受けることができる体

制を整備するため、拠点病院を中心として、賭Б道府県における肝炎検査後肝疾患診

療体制に関するガイ ドライン」 (平成 19年全国 C型肝炎診療懇談会報告書)に基づ
き、拠点病院、専門医療機関及びかか りつけ医が協働する仕組みとして、地域におけ

る肝炎診療ネ ットワークの構築を進める必要がある。また、地域や職域において健康

管理に携わる者を含めた関係者の連携の下、肝炎患者等に対する受診勧奨及び肝炎ウ

イルス検査後のフォローアップを実施することにより、肝炎患者等の適切な医療機関
への受診を進める必要がある。

また、肝炎患者等が、働きながら継続的に治療を受けることができる環境づくり

に向けて、引き続き、事業主、職域において健康管理に携わる者及び労働組合を始
めとした関係者の協力を得 られるよう、必要な働きかけを行 う必要がある。

さらに、肝炎患者等の経済的負担軽減のための抗ウイルス療法に係る肝炎医療費

助成の実施及び肝炎医療に係る諸制度の周知により、肝炎の早期かつ適切な治療を

推進する。

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、地方公共団体 と連携 して、肝炎患者等が個々の病態に応 じた適切な肝炎
医療を受けられるよう、肝炎ウイルス検査後のフォローアップや受診勧奨等の支

援を地域や職域において中心となって進める人材の育成を推進する。また、肝炎

患者等に対する情報提供や、拠点病院、専門医療機関及びかかりつけ医の連携等
に資するため、肝炎の病態、治療方法、肝炎医療に関する制度等の情報を取 りま

とめた手帳等を肝炎患者等に対 して配布する。

イ 国は、地域や職域において健康管理に携わる者が肝炎患者等に対 して提供する
ために必要な情報を取 りまとめ、地方公共団体や医療保険者等と連携を図り、普

及啓発を行 う。

ウ 国は、肝炎情報センターが拠点病院の医療従事者を対象として実施する研修を
効果的に進めるための技術的支援を行 う。また、国及び者「道府県は、拠点病院が

行 う研修について、より効果的な実施方法等について検討 し、研修内容の充実を

図る。

工 国は、地域における診療連携の推進に資する研究を行い、その成果物を活用 し、
地域の特性に応 じた診療連携体制の強化を支援する。

オ 国は、職域における肝炎患者等に対する理解を深めるため、肝炎の病態、治療
方法及び肝炎患者等に対する望ましい配慮についての先進的な取組例等の情報

を取 りまとめ、各事業主団体と連携を図 り、普及啓発を行 う。

力 国は、就労を維持 しなが ら適切な肝炎医療を受けることができる環境の整備等
について、各事業主団体に対 し、協力を要請する。

キ 国は、肝炎医療費助成制度、高額療養費制度、傷病手当金、障害年金等の肝炎
医療に関する制度について情報を取 りまとめ、地方公共団体と連携を図り、拠点

病院の肝疾患相談センターを始めとした医療機関等における活用を推進する。
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ク 肝炎情報センターは、肝炎医療に係る最新情報、拠点病院及び専門医療機関等
のリス ト並びに拠点病院において対応可能な肝炎医療の内容に関して情報収集

を行い、当該情報を肝炎情報センターのホームページに分か りやす く掲載するこ

と等により、医療従事者及び国民に向けて可能な限り迅速に周知を図る。

第 5 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項
(1)今後の取組の方針について
肝炎 ウイルスヘの新たな感染を防止 し、肝炎医療の水準を向上させるためには、

肝炎の予防及び医療に携わる人材の育成が重要である。

このため、肝炎ウイルスヘの新たな感染の発生の防止に資するよう、肝炎の感染

予防について知識を持つ人材を育成するとともに、肝炎ウイルス感染が判明した後

に適切な肝炎医療に結びつけるための人材を育成する必要がある。

また、肝炎医療に携わる者が、最新の肝炎検査に関する知見を修得することは、

適切な治療方針の決定や患者に対 し的確な説明を行 う上で非常に重要であるため、

肝炎医療に携わる者の資質向上を図る必要がある。

さらに、地域における肝炎に係る医療水準の向上等に資する指導者を育成するこ

とが必要である。

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、肝炎ウイルスヘの新たな感染の発生を防止するため、日常生活上の感染
予防の留意点を取 りまとめた啓発用の資材や、集団生活が営まれる各施設におけ

る感染予防ガイ ドライン等を作成するための研究を推進する。また、当該研究の

成果物を活用 し、地方公共団体等 と連携を図り、普及啓発を行 う。 (再掲 )

イ 国は、地方公共団体と連携 して、肝炎患者等が個々の病態に応 じた適切な肝炎
医療を受けられるよう、肝炎 ウイルス検査後のフォローアップや受診勧奨等の支

援を地域や職域において中心となって進める人材の育成を推進する。 (再掲 )

ウ 国は、肝炎情報センターに対 し、国立国際医療研究センターの中期 目標及び中
期計画に基づき、拠点病院において指導的立場にある医療従事者に対 して、最新
の知見を踏まえた肝炎検査及び肝炎医療に関する研修が行われるよう要請する。

(再掲 )

工 国は、肝炎情報センターが拠点病院の医療従事者を対象として実施する研修を
効果的に進めるための技術的支援を行 う。また、国及び都道府県は、拠点病院が

行 う研修について、より効果的な実施方法等について検討 し、研修内容の充実を

図る。 (再掲 )

第 6 肝炎に関する調査及び研究に関する事項
(1)今後の取組の方針について
肝炎研究については、これまでの成果を肝炎対策に適切に反映するため、研究実績
を総合的に評価、検証するとともに、今後、行政的な課題を解決するために必要な研
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究を実施 していく必要がある。

また、肝炎対策を総合的に推進するための基盤 となる肝炎研究を推進するとともに、

将来の肝炎研究を担 う若手研究者の育成を行い、月干炎研究の人的基盤の拡大を目指す。

さらに、肝炎研究について、国民の理解を得 られるよう、分か りやすい情報発信を

推進する必要がある。なお、研究成果の公表に当たっては、差別や偏見を招くことの

ないよう、十分に配慮するものとする。

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、「月千炎研究 7カ年戦略」に基づく肝炎研究を一層推進するとともに、そ
の研究成果について評価、検証を行い、肝炎対策推進協議会に報告する。

イ 国は、肝炎研究分野において、若手研究者の人材育成を積極的に行 う。
ウ 国は、「月干炎研究 7カ年戦略」に基づく肝炎研究に加え、肝炎対策の推進に資
することを目的として、以下の行政的な研究を行 う。

(ア )日 常生活上の感染予防の留意点を取 りまとめた啓発用の資材や、集団生活
が営まれる各施設における感染予防ガイ ドライン等を作成するための研究

(イ )医療機関において手術前等に行われる肝炎ウイルス検査の結果の説明状況
等について、実態を把握するための研究

(ウ )地域における診療連携の推進に資する研究
(工 )職域における肝炎患者等に対する望ましい配慮の在 り方に関する研究
(オ)具体的な施策の日標設定に資する肝炎、肝硬変及び肝がん等の病態別の実
態を把握するための調査研究

(力 )肝炎患者等に対する偏見や差別の実態を把握し、その被害の防止のための
ガイ ドラインを作成するための研究

(キ )その他肝炎対策の推進に資する研究
工 国は、肝炎研究について国民の理解を得 られるよう、当該研究の成果について
分か りやす く公表 し、周知を図る。

第 7 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項
(1)今後の取組の方針について
肝炎は重篤な疾病であり、肝炎医療に係る医薬品を含めた医薬品の開発等に係る

研究が促進され、薬事法 (昭和 35年法律第 145号 )の規定に基づく製造販売の承
認が早期に行われるよう、治験及び臨床研究を推進 し、さらに、肝炎医療のための     ~
医薬品を含めた、特に医療上必要性が高い医薬品及び医療機器が速やかに医療現場

に導入 されるよう、審査の迅速化等の必要な措置を講じる必要がある。

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、肝炎医療の医療水準の向上等に資する新医薬品の開発等に係る研究を推
進する。

イ 国は、肝炎医療に係る新医薬品を含めた医薬品開発等に係る治験及び臨床研究
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を推進する。

ウ 国は、肝炎医療に係る新医薬品、新医療機器等について、優れた製品を迅速に
医療の現場に提供できるよう、有効性や安全性に関する審査体制の充実強化等を

図る等承認審査の迅速化や質の向上に向けた取組を推進する。
工 国は、肝炎医療に係る新医薬品等のうち、欧米諸国で承認等されているが国内
で未承認の医薬品等であって医療上必要性が高いと認められるものについて、関

係企業に治験実施等の開発要請の取組を行 う。

オ 国は、肝炎医療に係る新医薬品等の うち、医療上の有用性等の要件を満たす医
薬品については、優先して承認審査を進める。

第 8 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項
(1)今後の取組の方針について
肝炎に係る正 しい知識については、国民に十分に浸透 していないと考えられる。こ

うした中において、肝炎ウイルス検査の受検を勧奨 し、また、肝炎ウイルスの新たな

感染を予防するためには、全ての国民に対 して、肝炎の予防、病態及び治療に係る正

しい理解が進むよう普及啓発及び情報提供を推進する必要がある。

また、早期に適切な治療を促すため、肝炎患者等が肝炎の病態及び治療に係る正し

い知識を持つことができるよう、普及啓発及び情報提供を積極的に行 うとともに、肝

炎患者等が、不当な差別を受けることなく、社会において安心して暮 らせる環境づく

りを目指 し、肝炎患者等 とその家族等、医療従事者、事業主等の関係者を始めとした

全ての国民が、肝炎について正しい知識を持つための普及啓発を推進する必要がある。

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、平成 22年 5月 の世界保健機関 (WHO)総会において、世界肝炎デー
の実施が決議 されたことを踏まえ、日本肝炎デーを設定する。あわせて、国及

び地方公共団体は、財団法人ウイルス肝炎研究財団が従来から実施 してきた「月干

臓週間」と連携 し、肝炎に関する集中的な普及啓発を行 う。

イ 国及び地方公共団体は、あらゆる世代の国民が、肝炎に係る正しい知識を持
つための普及啓発を行 う。

ウ 国及び地方公共団体は、国民に対 し、近年、我が国における感染事例の報告が
ある急性 B型肝炎 (ジェノタイプ A)は、従来に比し、感染が慢性化することが
多いとされていることに鑑み、母子感染や乳幼児期の水平感染に加えて、性行為

等により感染する可能性があり、予防策を講 じる必要があることについて普及啓

発を行 う。

工 国及び地方公共団体は、肝炎患者等への受診勧奨を行 うため、医療保険者、医
師その他の医療従事者の団体、職域において健康管理に携わる者の団体、事業

主団体等の協力を得て、肝炎の病態、知識や肝炎医療に係る制度について普及

啓発を行 う。

オ 国は、肝炎患者等、医師等の医療従事者、職域において健康管理に携わる者、
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事業主等の関係者が、それぞれにとって必要な情報を取 りまとめ、普及啓発を

行 う。

力 国は、就労を維持 しながら適切な肝炎医療を受けることができる環境の整備等
について、各事業主団体に対 し、協力を要請する。 (再掲 )

キ 国は、地域の医療機関において、肝炎に係る情報提供が適切になされるよう、
肝炎情報センターに対 し、情報提供の機能を充実させるよう要請する。

ク 国及び都道府県は、拠点病院の肝疾患相談センターを周知するための普及啓発     _
を行 う。

ケ 国は、医療保険者や事業主が肝炎 ウイルス検査を実施する場合の検査結果につ    ｀
いて、プライバシーに配慮 した適正な通知 と取扱いについて、医療保険者及び

事業主に対 して改めて周知する。 (再掲 )

コ 国は、肝炎患者等に対する偏見や差月1の実態を把握 し、その被害の防止のため
のガイ ドラインを作成するための研究を行い、その成果物を活用し、地方公共

団体 と連携を図り、普及啓発を行 う。

第 9 その他肝炎対策の推進に関する重要事項
(1)肝炎患者等及びその家族等に対する支援の強化及び充実
ア 今後の取組の方針について
肝炎患者等及びその家族等が、肝炎医療を受けながら、生活の質の向上を図る

ことができるよう、相談支援体制の充実を図り、精神面でのサポー ト体制を強化

する。また、肝炎患者等が不当な差別を受けた場合、肝炎患者等一人一人の人権

を尊重 し、不当な差別を解消するため、適切な対応を講 じることができる体制づ

くりを進める必要がある。

イ 今後取組が必要な事項について
(ア )国は、都道府県と連携 して、肝炎患者等及びその家族等の不安を軽減する
ための情報提供を進めるとともに、肝炎患者等及びその家族等 と、医師を始

めとした医療従事者 とのコミュニケーションの場を提供する。

(イ )国は、肝炎情報センターに対 し、拠点病院の相談員が必要とする情報につ
いて整理 し、積極的に情報提供が行われるよう要請する。

(ウ )国は、地方公共団体と連携 して、法務省の人権擁護機関の人権相談窓国の
周知を図る。

(2)肝硬変及び肝がん患者に対する更なる支援の在 り方
肝炎から進行 した肝硬変及び肝がんは、根治的な治療法が少なく、また、患者の高

齢化が進んでいる現状がある。このため、肝硬変及び肝がん患者の不安を軽減するた

めに、以下の取組を講 じるものとする。

ア 国は、肝硬変及び肝がんを含む肝疾患について、「肝炎研究 7カ年戦略」に基
づ く研究を推進する。あわせて、国及び地方公共団体は、肝硬変及び肝がんを含

む肝疾患に係る肝炎医療の水準の向上等を図るため、医療従事者への研修等人材

耐‰



育成を推進する。

イ 国は、都道府県と連携 して、肝炎から進行した肝硬変及び肝がん患者を含む肝
炎患者等及びその家族等の不安を軽減するための情報提供を進めるとともに、肝

炎患者等及びその家族等 と、医師を始めとした医療従事者 とのコミュニケーショ

ンの場を提供する。

ウ 平成 22年度から、一定の条件の下、身体障害者福祉法 (昭和 24年法律第 283
号)における身体障害として、新たに肝臓機能障害の一部について、障害認定の
対象 とされた。その認定を受けた者の肝臓移植、肝臓移植後の抗免疫療法とそれ

らに伴 う医療については、自立支援医療 (更生医療)の対象 となってお り、引き
続き当該措置を継続する。

工 国は、肝炎から進行した肝硬変及び肝がんの患者に対する更なる支援の在 り方
について検討する上での情報を収集するため、肝硬変及び肝がん患者に対する肝

炎医療や生活実態等に関する現状を把握するための調査研究を行 う。

(3)地域の実情に応 じた肝炎対策の推進
都道府県においては、肝炎対策基本法の趣旨に基づき、都道府県単位での肝炎対策

を推進するための計画を策定する等、地域の実情に応じた肝炎対策を講 じるための体

制を構築 し、管内市区町村 と連携 した肝炎対策を推進することが望まれる。

また、地方公共団体は、積極的に、国を始めとする他の行政機関との連携を図りつ

つ肝炎対策を講 じることが望まれる。

(4)国民の責務に基づく取組
肝炎対策基本法第 6条の規定に鑑み、肝炎対策は、肝炎患者等 とその家族等を含
めた国民が主体的かつ積極的に活動する必要があり、以下の取組を進めることが重

要である。

ア 国民一人一人が、肝炎は放置すると肝硬変や肝がんという重篤な病態へ と進
展する可能性があり、各人の健康保持に重大な影響をもたらし得る疾病である

ことを理解 した上で、少なくとも一回は肝炎ウイルス検査を受検 し、自身の肝

炎ウイルス感染の有無について、早期に認識を持つよう努めること。

イ 国民一人一人が、肝炎 ウイルスヘの新たな感染の可能性がある行為について
正 しい知識を持ち、新たな感染が生じないよう行動すること。また、肝炎ウイ

ルスの感染に関する知識が不足していること等により、肝炎患者等に対する不

当な差別や、それに伴 う肝炎患者等の精神的な負担が生 じることのないよう、
正しい知識に基づく適切な対応に努めること。

(5)肝炎対策基本指針の見直 し及び定期報告
肝炎対策基本法第 9条第 5項においては、「厚生労働大臣は、肝炎医療に関する状
況の変化を勘案し、及び肝炎対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも 5年ごと
に、肝炎対策基本指針に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更しなけ
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ればならない。」 とされている。

本指針は、肝炎をめぐる現状を踏まえ、肝炎対策を総合的に推進するために基本 と

なる事項について定めたものである。今後は、本指針に定める取組を進めていくこと

となるが、国、地方公共団体等における取組について、定期的に調査及び評価を行い、

肝炎をめぐる状況変化を的確に捉えた上で、必要があるときは、策定から5年を経過
する前であっても、本指針について検討を加え、改正するものとする。なお、本指針

に定められた取組の状況は、肝炎対策推進協議会に定期的に報告するものとする。

‐
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参考資料 3

肝炎対策の推進に関する基本的な指針 (案 )に対する
意見の募集 (パ ブリックコメン ト)の結果について

平 成 23年 5月 17日
厚 生 労 働 省 健 康 局

疾病対策課肝炎対策推進室

標記について、平成 23年 2月 25日 から3月 26日 までの間、国民の皆様から御意見を募
集させていただきました。

その結果を以下のとおり取 りまとめましたので、御報告いたします。

〇 提出者数 個人 38件    法人 2件

〇 御意見の総数    178 件

〇 御意見の概要 と御意見に対する考え方

仕|1意 見の概要 御意 /Lに川する考えノブ

肝炎に関する国の責任を明確にし、患

者等への補償等について記載すべきで

ある。 (同 旨 10件 )

基本指針は、法第 9条第 1項に基づき、肝炎対策の総合的な

推進を図るために策定するものであり、国の責任の有無にか

かわらず、全ての肝炎患者等を対象にしています。

具体的な感染経路について、基本指針

において記載することが適当である。

(同 旨 5件 )

具体的な感染経路を列記するよりも、本人の自覚なしに感染

している可能性があることを明示することが重要であると

いう肝炎対策推進協議会の御意見を踏まえ、基本指針 (案 )

では「肝炎ウイルスの感染経路は様々であり、個々人が肝炎

ウイルスに感染した可能性があるか否かを一概に判断する

ことは困難」と記載しています。

B型肝炎ワクチンの接種状況について

把握 し、また、当該ワクチンの接種を

促進 してほしい。 (同 旨2件 )

基本指針に基づき、水平感染防止の手段としてのB型肝炎ワ
クチン接種の有効性、安全性等に関する情報を踏まえ、当該

ワクチンの予防接種の在 り方について検討を行ってまいり

たいと考えています。

ピアスの穴あけや`性行為等からの感染

はごく少数であり、圧倒的に医原性に

よるものなので、感染の危険性のある

行為を抱く年齢に対する普及啓発につ

いて削除してほしい。

ピアスの穴あけや性行為等に興味を抱く年代に対して、感染

の可能性を普及啓発することは必要であると考えています。
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すべての国民が肝炎ウイルス検査を受

けられるよう、体制を整備し、受検者

数が増加するよう、検査について普及

啓発を行 うことが必要である。 (同 旨

4件 )

一人でも多くの方に肝炎ウイルス検査を受けていただける

よう、地方公共団体と連携を図っているところであり、今後

とも、基本指針に基づき、一層取り組んでまいりたいと考え

ています。

肝炎ウイルス検査を義務化してほし

い 。

肝炎ウイルス検査について、本人の意向にかかわらず、一律

に受検を義務づけることは適当でないと考えています。

どこの医療機関でも、肝炎ウイルス検

査を無料で受検できるようにしてほし

い。

特定感染症検査等事業では、各自治体が委託した医療機関に

おいて、肝炎ウイルス検査を無料で受検できるようになって

います。また、平成 23年度予算では、健康増進事業におい

て、受検勧奨をされた 40歳以上 5歳刻みの方が無料で検査

を受けられるメニューを追加いたしました。今後も、各事業

について、周知に努めてまいりたいと考えています。

医療費助成制度の受給や、肝炎ウイル

ス検査の際の手続きが煩雑なので、改

善してほしい。 (同 旨 1件 )

現行の事務手続きにおいて、肝炎の治療状況等を確認するこ

とは、国庫の適正な執行を図る上で必要であると考えていま

す。

手術前の肝炎ウイルス検査だけでな

く、検査前に実施する肝炎ウイルス検

査の結果についても、医療機関におい

て説明する旨記載してほしい

内視鏡等の検査の前に実施する肝炎ウイルス検査等の結果

について t)、 受検者に適切に説明を行うよう、医療機関に対

し要請してまいりたいと考えています。

すべての国民に肝炎ウイルス感染の可

能性があったことについて記載してほ

しい。

基本指針 (案)では「肝炎ウイルスの感染経路は様々であり、
個々人が肝炎ウイルスに感染した可能性があるか否かを一

概に判断することは困難」と記載しています。

治療ができずにいる人たちがたくさん

いるので、早期発見・早期治療を促進

するべきである。 (同 旨 1件 )

基本指針に基づき、早期発見・早期治療の促進に努めてまい

りたいと考えています。

肝硬変・肝がん患者への医療費助成や

療養支援等について検討 していただき

たい。また、肝硬変・肝がん患者に対

し、適切な情報提供をしてほしい。 (同

旨 17件 )

基本指針に基づき、肝硬変及び肝がんの患者に対する更なる

支援の在 り方について検討するため、まずは現状を把握する

ための調査研究を行ってまいりたいと考えています。

情報提供については、例えば肝炎情報センターに対し、情報

提供の機能を充実させるよう要請を行うなど、肝硬変・月千が

ん患者への適切な情報提供に努めてまいります.

肝庇護療法やインターフェロン少量長

期治療等に対する医療費助成を検討し

てほしい。 (同 旨 12件 )

他の疾患に対する施策とのバランス等を勘案し、現在、肝炎

ウイルスを排除し又はその増殖を抑制する抗ウイルス療法

を対象として医療費助成を行っているところです。

患者に対する生活支援や交通費の助成

等を検討してほしい。 (同 旨 8件 )

生活支援や交通費等への助成については、他の疾患に対する

施策とのバランス等を勘案し、現在実施しておりません。

2
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地方において適切な肝炎対策が進むよ

う、財政的な裏付けとともに、地方自

治体や医療機関に対し、国から情報提

供及び指導をしてほしい。 (同 旨6件 )

基本指針に基づき、地方における適切な肝炎対策が進むよ

う、都道府県単位での肝炎対策を推進するための計画の策定

の呼びかけや、地方自治体や医療機関に対する情報提供等に

努めてまいりたいと考えています。

地方自治体が独自に実施している支援

措置について、国レベルでも実施を検

討 してほしい。 (同 旨 5件 )

一部の地方自治体において実施されている先進的な取組に

ついては、情報を収集し、今後の施策を検討する際の参考に

させていただきます。

B型肝炎の核酸アナログ製剤治療に対

する医療費助成は、医療費負担の緩和

に効果がないのではないか。

核酸アナログ製剤治療に対する医療費助成は、患者団体等の

要望を踏まえて、平成 22年度から実施しているものです。

かかりつけ医が知識を向上させ、医療

連携体制をさらに強化することが必要

である。 (同 旨 3件 )

基本指針に基づき、かかりつけ医と専門医療機関及び拠点病

院間の医療連携体制が強化されるよう努めてまいりたいと

考えています。

手帳の内容を詳しく記載し、また、手

帳は病診連携のフォローアップのため

に活用してほしい。

手帳については、基本指針に基づき、患者等に対する情報提

供だけではなく、拠点病院、専門医療機関及びかかりつけ医

の連携等にも活用していくこととしています。

治療のための体暇の整備や、休業時の

補償、患者が働きながら治療を継続で

きる環境の整備について、関係者に働

きかけ、また、法的措置も含めて検討

してほしい。 (同 旨3件 )

基本指針に基づき、就労を維持しながら適切な肝炎医療を受

けることができる環境の整備等について、各事業主団体に対

し、協力を要請してまいりたいと考えています。

月千炎ウイルス検査や医療に関する研修

を積極的に行い、医師や看護師等の人

材の育成をしてほしい。また、肝臓専

門医を増やしてほしい。 (同 旨 4件 )

基本指針に基づき、肝炎情報センターや拠点病院が行う研修

の充実を図ってまいります。

新たな検査方法や治療法、治療薬を開

発する体市」を整えてほしい。 (同 旨 4

イ牛)

基本指針に基づき、肝炎医療に係る新医薬品を含めた医薬品

開発等に係る治験及び臨床研究を推進してまいりたいと考

えています。

新たに開発された検査方法や治療法、

治療薬について、迅速に承認審査等を

行い、患者が早期に利用できるように

してほしい。 (同 旨2件 )

基本指針に基づき、新医薬品等について、迅速に医療の現場

に提供できるよう、承認審査の迅速化や質の向上に向けた取

組を推進してまいりたいと考えています。

患者の全体数や生活実態を把握してほ

しい。 (同 旨 1件 )

基本指針に基づき、患者の実態把握に取り組んでまいりま

す。

行政的な研究とは、どのような研究を

行 うのか、具体的に記載してほしい。

基本指針 (案)第 6の (2)に記載している行政的な研究の

詳糸口については、今後検討してまいります。

2■



地域における診療連携の推進に資する

研究において、クリティカルパスの作

成が盛 り込まれるような内容としてほ

しい。また、クリティカルパスの活用

について記載してほしい。

基本指針 (案)第 6の (2)に記載している行政的な研究の

詳細については、今後検討 してまいります。

肝炎の疫学的研究の推進に当たって

は、患者のプライバシーを守るため、

診療データベース等にリンクが可能で

匿名化された新たな個人識別番号制度

の確立が必要である。

研究の推進に当たっては、「疫学研究に関する倫理指針」等

に基づき、患者のプライバシーに十分配慮してまいります。

患者に対す る不当な差別を解消するこ

とが必要である。不当な差別や、知識

不足による肝炎への新たな感染を防ぐ

ため、更なる普及啓発をしてほしい。

(同 旨 8件 )

基本指針に基づき、肝炎患者等に対する不当な差別を解消

し、また、感染経路についての知識不足による新たな感染を

予防するため、正しい知識の更なる普及啓発に取り組んでま

いります。

肝炎であることにより不当な差別を受

けた場合、法的対応をとれるようにし

てほしい .

どのような対応ができるか、個別のケースで異なると考えら

れますので、まずは、拠点病院の肝疾患相談センター又は法

務省の人権擁護機関 (法務局 。地方法務局)の人権相談窓口
などに御相談ください。

肝機能障害に関する障害認定の基準が

厳 しすぎるので、当該基準について見

直 しをしてほしい。 (同 旨 15件 )

身体障害者福祉法における肝臓機能障害の認定基準につい

ては、肝臓の専門家等による検討会で議論していただき、「肝

臓機能障害が重症化し、治療による症状の改善が見込めず回

復困難になっているものについては、身体障害の対象とな

る」という基本的な考え方を踏まえて具体的にお示しいただ

いた基準に基づいて、設定しています。対象となり得る方が

適切に申請できるよう、引き続き本制度の周知に努めつつ、

認定状況を見守りながら、肝臓機能障害に係る認定が適切に

行われるよう対応してまいります。

肝炎を難病に指定してほしいぅ 難治性疾患克服研究事業の臨床調査研究分野の対象疾患 (い

わゆる難病)については、①希少性、②原因不明、③効果的

な治療法未確立、④生活面への長期にわたる支障の4要素を

満たす疾患から選定しています。

基本指針 の見直 し期間を 5年より短 く

してほ しい。

基本指針 (案)に記載しているとおり、国、地方公共団体等
における取組について、定期的に調査及び評価を行い、必要

があるときは、策定から5年を経過する前であっても、基本

方針について検討を加え、変更するものとしています。また、

基本指針に定められた取組の状況について、肝炎対策推進協

議会に定期的に報告してまいりたいと考えています。

基本指針の見直し期間を 5年より長く

してほしい。

定期報告を確実に実行 してほしい。(同

旨 1イ牛)

4
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基本指針に基づき、肝炎対策を実行に

移すための個別法の制定等について、

しつかりと取り組むことが必要であ

る。 (同 旨 2件 )

基本指針は、肝炎対策を総合的に推進するため、法に基づき

厚生労働大臣が策定するものです。これに基づき、肝炎対策

の推進に取り組んでまいります。

肝炎に関する諸制度の不十分な点につ

いて、他の疾患の状況も鑑み、関係部

局との調整を図りながら改善に取り組

む旨記載してほしい。

基本指針 (案)の策定に当たっては、関係部局や関係機関と
の調整を行いながら検討を進めてきており、関係部局との十

分な調整を図りながら、肝炎対策の推進に取り組んでまいり

たいと考えています。

患者会等との連携により、患者 。家族

等と各機関が交流できるような取組を

してほしい。また、患者会を活用する

などして、相談支援体制を強化してほ

しい。 (同 旨 3件 )

現行の補助事業において、患者や患者支援団体等が加わるこ

とができる補助メニューを設けております。

薬害や予防接種以外で感染した患者か

らの意見をもつと聞くべきではない

か 。

協議会には、患者団体等を代表する委員にも入つていただい

ており、様々な患者の立場から御意見をいただいています。

その他、お寄せいただきました御意見については、今後の施策の実施に当たり、貴重な御

意見として承 らせていただきます。

御意見募集に御協力いただき、ありがとうございました。

5
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参考資料 4

平成23年度研資対策関連予算
(うち特別要望枠分

238億円 (236億円)
40億円)

1 肝炎治療促進のための環境整備 152億円 (180億円)
○ 肝炎治療に係る医療費助成の継続実施
・ インターフェロン治療又は核酸アナログ製剤治療を必要とするB型及びC型肝
炎患者がその治療を受けられるよう、引き続き、医療費を助成する。

☆ 適切な治療への連携 (1億円)
・ 肝炎の治療に必要な情報等を記載した手帳の配布や健康管理担当者等が肝炎に
対する知識を習得することで、未治療者等を適切な治療へつなげる。

55億円 ( 26億円)
0 保健所における肝炎ウイルス検査の受診勧奨と検査体制の整備
・ 検査未受検者の解消を図るため、利便性に配慮 した検査体制を整備する。
※ 緊急月干炎ウイルス検査事業の延長。

O 市町村等における肝炎ウイルス検査等の実施
☆ 個々人のニーズに応じたサービスの提供に向けた新たな取組 (33億円)
.儀珀壁農楚康を言呂貫名垢墓殺)押型寒層統彗食負[誉三3檀艦

前検診)

3 健康管理の推進と安全・安心の肝炎治療の推進、
・肝がん患者への

O 診療体制の整備の拡充
7億円 (  8億円)

・ 都道府県において、中核医療施設として「肝疾患診療連携拠点病院」を整備し、
患者、キャリア等からの相談等に対応する体制(相談センター)を整備するとともに、
国が設置した「肝炎情報センター」において、これら拠点病院を支援する。

O 肝硬変・肝がん患者に対する心身両面のケア、医師に対する研修の実施

０

☆

4 国民に対する正しい知識の普及 2億円 (  2億円)
職場や地域などあらゆる方面への正しい知識の普及
検査の受検促進などに資する肝炎検査の受検状況等の実態把握 (1億円)

5 研究の推進 21億円 ( 20億円)
O 肝炎研究7カ年戦略の推進
・ 「肝炎研究 7カ年戦略」を踏まえ、肝疾患の新たな治療方法等の研究開発を推進
する。 (厚生科学課計上分)
☆ 健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェクト(ぅち肝炎関連分571
・ 肝炎感染予防ガイドラインの策定等、肝炎総合対策を推進するための基盤に資
する行政的研究を実施す生  (厚生科学課計上分)(5億 円)

2 肝炎ウイルス検査の促進

〈注)☆印は特別要望枠事項



【肝炎対策に係る特別要望枠の概要】

総額 4,044百 万円

☆ 適切な治療への連携
・ 肝炎患者支援手帳の作成・配布

119百 万円
53百万円

肝炎患者等に対して、肝炎の病態 。治療方法・肝炎FT療に関する制度等を記載した「肝
炎患者支援手帳」を配布し、今後の適切な治療を促進する。 (補助先 :者F道府県)

地域肝炎治療コーディネーターの養成 66百 万円
市町村の保健師、地域医療機関の看護師や民間企業の健康管理担当者等を対象として、
検査の受検勧奨方法や要診療者に対する受診勧奨方法、肝炎に関する既存制度の知識につ
いて習得させ、肝炎患者等に対 して肝炎治療のコーディネー トができる者を養成する。
(補助先 :都道府県)

☆ 個 々人の二一ズに応 じたサー ビスの提供に向けた新たな取組
3, 324百 万 円

・ 特定感染症検査等事業における出張型検診の実施 98百万円
各地域の医師会等と連携するなど、地域内の要請に応じて出張型の肝炎ウイルス検診を
実施することにより受検の促進を図るとともに、健康保持に対する支援を行う。
(補助先 :都道府県、保健所設置市、特別区)

・ 健康増進事業の肝炎ウイルス検診へ個別勧奨メニューを追加 3,226百 万円
市町村が実施 している肝炎ウイルス検診において、40歳以上 5歳刻みの方を対象とし
て、受検に係る自己負担の軽減が可能な個別勧奨メニューを追加 し、未受検者に対する受
検促進の一層の強化を図る (補助先 :市町村 )

☆ 各種施策の充実に向けた取組               100百 万円
。 肝炎検査受検状況実態把握事業
肝炎ウイルス検査のさらなる受検促進等を図るため、年齢や性別等の属性、検査の受
検状況等に関する実態把握を行う。 (委託費)

のための フ・イノベーションプロジェク ト
難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業 (う ち肝炎関連分野 )

【厚生科学課計上分】 500百万円
これまで実施している、新たな治療法の研究や副作用の少ない治療薬の開発などに関する
研究に加え、月千炎総合対策を推進するための基盤に資する行政的研究を実施する。
I研究課題 l●」】

① 差別偏見の解消及び新規感染の発生予防を日的とした肝炎感染予防ガイドライン等策定
のための研究

② 医療従事者に対する効果的な研修プログラム策定に関する研究、等
②
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医薬品部会で新たに審議されたウイルス性肝炎治療薬について

じ
く

名
名

売
社

販
会 毒・劇薬等

<審議品目>

ゼ

`4・

モT「勇1こ IЪ号塀片賃留権豚姿響お蹴
伝子組換え)   1能 ,効果を追カロとする新効

1能
。新用量医薬品

【優先審査】

ペガシス皮下注 180 μ g
同  皮下注 90μ g

(中外製薬m)

原体 :劇薬
(済 )
製斉1:劇薬
(済 )

テラビック錠 250mg

(田辺三菱製薬m)
申請 :H23126

製 販 承  認 テラブレビル

潜[1羹[重働解
響「
｀
1′孟革品∴続貫繁

高値の未治療患者、 (2)イ

薦色「受なワス審デク詈劣

挙:ξ喜葺∬象霞ξ』11

原体 :劇薬
(予定 )
製斉1:劇薬
(予定)

(医薬品部会審議品目より抜粋)



平成22年度 肝炎医療受給者証交付申請件数等調
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竃1[

階層区分

平成22年度合計 ,

(初回 )
治療 計

製謝治療
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数
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数

規

付

数
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数
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●

牧

新
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中

件

規

付

数

新

交

件

規

請

数

新

中

件

規

付

数

に 海  建

軒 患  県

3 詈 手  県

雪 城  県

5 秋  田 県

■ 形  県

福  島 県

茨 城  県

易 木  県

降 島 県

奇 玉 県

F 葉  疇

巨 京 割

II奈 川 県

新  潟  県

富  山 県

17 石  川  県

冨 井 県

L梨 疇

2( 長 野  嘱

2i 虚 阜  垢

浄 岡  県

置 知  県

二 重  県

呟 賀  県

京 都  廂

大 阪  油

兵 庫 婦
奈  良 県

●歌 山 県

詩 取  嘱

論 根  県

3 口 山 県

広 島  県

山  口 県

徳 島 県
川  県

媛  県
|

高 知  県 |

福 岡 県 | 41991

賀 県 l

崎  県

」 本  県 11研
分  県

型 座 児 島 県 |

4′
l 蟹 県|
合計 26585

[注 ]1「新規申請件数」「新規交付件数」欄の各数値は、当該月において「受給者証の交付申請を行つた者」「受給者証の交付を受けた者」をそれぞれ表す。
2「当月末の助成対象者数」欄は、当該月末時点における、それぞれの区分ごとの助成対象者(受給者証の交付を受けている者)の数を指す。



参考資料 7

平成21年度特定感染症検査等事業による肝炎ウイルス検査件数

自治体

肝炎ウイルス検査事業 緊急肝炎ウイルス検査

保健所実施 医療機関委託

B型 C型 計 B型 C型 計

都道府県計 24,651 23.113 47,764 72.521 74,146 146,667
保健所設置市計 23,509 21.170 44,679 229,336 235,086 464,422
特別区計 2,378 2.259 4,637 3,330 3,335 6,665

検査件数合計 50,538 46,542 97,080 305,187 312,567 617.754

注)1緊急肝炎ウイルス検査事業」とは、平成20年 1月 から開始した医療 による無料での肝炎ウイル

自治体名

肝炎ウイルス検査事業 緊急肝炎ウイルス検査
保健所実施 医療機関委託

B型 C型 計 B型 C型 計
1 海   首ヽ 596 601 1.197 0 0 0

森 24 25 49 534 538 1.072
岩 手  県 238 237 475 37 37 74
宮 城  県 75 148 3.171 3,191

5 秋  田 日
Ｒ 334 338 672 95

山  形 245 245 490 0 0 0
7 福  島  県 62 123 128 249
8 茨  城  県 1.459 1,459 2918 0 0 0
9 栃  木 291 287 578 90
0 詳  馬 1,022 1.018 2.040 0 0 0
埼 玉  県 2134 2.170 4304 34
2 千  葉  県 3.072 3,095 6.167 219 438
3 東  京 179 358 8347 8375 16.722
4 神 奈 り‖ 県 159 315
5 新  潟  県 348 316 664 40 40 80
6 富  山  県 264 260 524 0 0 0
7 石  り| 259 259 518 2035 2035 4.070
8 福  井  県 401 367 43 45
9 山  梨  県 532 528 1060 0 0 0
長  野 323 324 647 0 0 .o

岐  阜 300 320 620
静  岡 1637 414 2,051 273 544
愛  知  県 1315 1.318 2_633 260 270 530
重 県 1.096 1_107 2203 403 403

滋  賀  県 702 703 1.405 128
京 都  府 295 606 98 98
1大  阪  府 1057 1.057 2_114 26904 26.904 53,808
兵  庫  県 807 1619 1.822 1,828 3650
奈  良  県 219 224 443 17 34
和 歌 山 128 132 260 44 46 90
鳥 取  県 126 253 24
島 根  県 159 318 336 350 686
岡  山  県 168 160 328 84 84
広  島  県 25 26 5,457 6900 12357
山  口 224 12846 12846 25.692
徳 島  県 257 524 0 0 0
香 川  県 60 60 120 56 12
愛  媛  県 653 265 918 100 100 200
高  知  県 31 1,781 1866 3.647
福  岡 724 739 1.463 2020 2020 4040
佐  賀 4018 3,996 8.014
長 崎  県 298 301 599 349
熊 本  県 479 474 953 286
大  分  県 300 320 620 30 34
宮  崎  県 412 408 820 3 6
鹿 児 島 県 1,185 1.165 2.350 1.102
沖  縄  県 0 0 ０

一
0 0 0

「道府県計 24,651 23,113 47,764 72,521 74.146 146667
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自治体名

肝炎ウイルス検査事業 緊急肝炎ウイルス検査
保健所実施 医療機関委託

B型 C型 計 B型 C型 計
本し   r晃 0 0 0 69.025 71,018 140.043
仙  台  市 42 43 6.504 6556 13.060
さい た ま 7F 572 558 1.130 20,988 21.312 42.300
千  葉  市 218 218 436 0 0 0
横  浜  市 0 0 12.868 12,881 25749
崎 市 289 290 579 11.497 11495 22992

新  潟  市 560 1125 12.445 12.445 24890
静  岡  市 475 474 949 9084 9084 18.168
浜  松  市 770 639 1.409 90
名 古 屋 市 1.643 1643 3.286 22_767 22.767 45534
京  都  市 2,326 4652 0 0 0
大  阪  市 2907 3695 0 0 0
堺 市 240 478 9,863 9873 19.736
神  戸  雨 1212 2390 316
岡  山  市 109 150
広  島 260 260 520 13964 17.178 31142
北 九 州 0 0 0 7.065 7065 14130
福  岡  市 765 1526 14,960 14960 29.920
函 館  市 350 707 0 0 0
1担  りll  雨 264 533 0 0 0
青  森  市 160 1812 1.820 3632
盛  岡  市 163 0 0 0
秋  田 市 224 0 0 0
郡  山  市 0 0 0
い わ き 市 263 0 0 0
宇 都 宮 市 246 241 487 0 0 0
前  橋  市 247 0 0
り‖   誌成   市 1581 1581 3.162 2418 2418 4836
船   橋   市 358 0 0 0

市 164 164 328 855 855 1710
横 須 賀 市 476 0 0 0
相 模 原 市 0 0 245 245 490
富  山  市 0 0 0
金  沢  市 270 396
長  野  市 516 0 0 0

市 184 466
橋  市 584 172 228 456

岡  崎  市 253 0 0 0
田 市 406 403 809 507 507 1.014

大  逮  rh 194 4
高  槻  市 60 0 0 0
東 大 阪 市 266 0 0 0
姫  路  市
尼  崎  市 224 24 448 64 64 128
西  宮  市 44 270
奈  良  市 138 276
和 歌 山 市 158 60 318
倉  敷  市 60 319 64
福  山  市 0 0 0
下  関  市 288 255
喜   れヽ TF 390
松  山  市 403 802 225 451
局  知  市 2.603 5139
久 留 米 市 108 2.423 2423 4846
長  崎  市 217 435 1282 1290 2.572
熊  本  市 307 615 109 223
大  分  市 532 110
宮 崎  市 417 408 825 0 0
鹿 児 島 市 1.069 2,186 0 0 0
小 樽  市 419 418 837 759 762 1521
八 王 子 市 0 0 0 177 355
薩   ,P  市 108 0 0
四 日 市 市 487 976 ハ

υ 508 1,016
呉 市 773 823 1596
大 牟 田 市 0 0 0 1,270 1,270 2540
佐 世 保 市 104 104 208 481 481 962

保側 1所設置市計 23,509 21,lzQ I 44,6791 229,3361 235,0861 464.422
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自治体名

肝炎ウイルス検査事業 緊急肝炎ウイルス検査
保健所実施 医療機関委託

B型 C型 計 B型 C型 計
4 千 代 田 区 24
5 中  央  区 0 0 0
6 暦 区 0 0 0 0 0 0
7 斤 宿  区 142 373 0 0 0
文  東  区 74 149 0 0 0
台  東  区 605 1.208 0 0 0
墨  田 区 0 0 0
江  東  区 261 0 0 0
品  川  区 283 880 880 1760
目  黒  区 154 154 308 0 0 0
大  田  区 0 0 138 279
世 田 谷 区 1 398
渋  谷  区 0 0 0 23 46
中  野  区 299 299 598 0 0 0
杉  並  区 109 218 247 249 496

129 区 352
区 238 239 477

荒  川  区 3 248 248 496
板  橋  区 104 104 208 0 0 0

133 練  馬  区 0 0 0 0 0
足  立  区 146 31
葛  飾  区 214 214 428
江 戸 川 区 0 0 0 848 847 1.695
寺別区計 2,378 4.637 3330 3335 6.665

計 50,538 46,542 97,080 305,187 312.567 617,754
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平成 21年度健康増進事業における肝炎ウイルス検診等の実績

1肝炎ウイルス検診等実績

B型肝炎ウイルス感染者率の推移            | C型肝炎ウイルス感染者率の推移

13

12

11

1

09

08

15

13

11

09

07

05

H14   H15   H16 H14   H15 H18    H19   H20

単 位

1)B

受診者 (人 )
HBs抗原検査におい
て「陽性」と判定され
た者 (人 )

感染者率 (%)

40歳検診
40歳検診以外の
対象者への検診 計 40歳検診

40歳検診以外の
対象者への検診 計 40歳検診

40歳検診以外の
対象者への検診 全体

平成21年度 64,688 564,679 629,367 404 5,553 5.957 09

2 ル ス

受診者 (人 )

1現在、C型肝炎ウイル
スに感染している可能性
が極めて高い」と判定
された者 (人 )

感染者率 (%)

40歳検診
40歳検診以外の
対象者への検診 計 40歳検診

40歳検診以外の
対象者への検診 計 40歳検診

40歳検診以外の
対象者への検診 全体

平成21年度 64,761 560,253 625,014 4.897 5,092 09

(参考)C型及びB型肝炎ウイルス感染者率の推移について(全体 )

ヒ _

2肝 炎ウイルス検診の感染者率
(1)40歳検診

単位 :%
40歳

B型肝炎
ウイルス綸 平成

21年度 06

C型肝 炎
ウイルス検 平成

21年度 03

位

(2)40歳 検診以外の対象者への検診
:%

41-
44浩最

4b～
49浩暑

50-
54吉暑

55-
59歳

60～
64歳

65-
69吉霊

蔵
ト
７。

以
全体

B型肝炎
ウイルス檜 平成

21年度 08 09 11 08 10

Cttllt炎

ウイルス検 平成
21年度 0.4 07 06 07 06 08 14 0.9

3ご



1)40 )

対 象  者
(人 )

A

受  診  者
(人 )

A

て
者
い
た
ぉ
れ
に
さ
査
定

＞

検
判

は

Ｂ

原
と
抗

ｊ
ｓ
性
Ｂ
陽

Ｈ

Ｆ
感 業 者 率

(%)
C

(B/A X 100)
1

レ
Ｌ 40,897 公

υ
ｎ
υ
Ｏ
Ｏ 15 1.9

2 青 森 ! 10,136 551 ｎ
υ 1.6

3 岩 手 県 11.597 943 13 14
4 宮 城 県 29.226 1,542 15 10
5 田 11,287 536 1 0.2
6 山  形 12,425 570 2 0.4
7 菖 島 県 30706 913 3 0.3
8 に  城

ヨ
バ 37.076 1,548 3 0.2

9 栃 22,576 1,565 7 0.4
10 群  馬 23,482 1.948 4 0.2
埼 玉 県 50936 3,098 ｎ

υ 03
12 千 葉 県 62.269 6,062 31 05
13 東 224,092 14,813 ｎ

υ 0.6
14 ネ申奈川 63,584 1,507 14 0.9
一ｂ 新 濡 県 10.994 562 2 0.4
16 雪 山 県 7.871 981 7 0.7
石 j: 3.621 1.311 08
18 福 井 10,13C 206 1 05
19 山 梨 県 8.906 717 2 03
20 l野 20,096 603 3 05
21 岐 阜 ! 23,936 1.623 07
22 争 岡 県 38.455 2,161 28 1

23 矢ロ 52,747 5,285 22 04
24 9,506 678 3 0.4
25 滋 賀 ; 20,023 641 1 0.2
26 都 府 12803 1,534 7 0.5
Ｏ
ι に 阪 府 127,095 2031 15 0.7
28 こ  庫 94,489 1,546 18 1.2
29 奈 良 ; 16,513 787 1 0.1
30 和 歌 山 県 11719 533 2 0.4
31 :取 県 13.749 220 0 00
32 島 6,082 73 0 0.0
33 岡 山 県 16,321 197 0 0.0
34 な 島 県 28.710 263 0 0.0
35 口 14,951 公

Ｕ
う
０ 1 0.7

36 徳 6,639 330 3 09
37 香  j‖ ! 11,304 847 0 00
38 愛 媛 県 11618 1,121 13 12
39 i知 県 31.81C 93 一〇 00
40 菖 岡 20.063 1,009 10 1.0
41 13,365 136 4 2.9
42 長 崎 リ 13,253 322 3 0.C
43 熊 本 リ 10170 ｎ

υ
虔
υ
４

3 0.6
44 大 分 県 13689 382 公

Ｕ

45 崎 県 7.176 282 0 00
46 鹿 児 島 | 13,921 854 3 0.4
47 沖 縄 リ 17,665 353 7 2.0
都道府県合計 1349679 64.688 404 0.6

平成21年度 B型肝炎ウイルス検査実施結果
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2 40 者への )

受  診  者
(人 )

A

HBs抗 原 検 査 に お い て
「 陽 性 」と 判 定 さ れ た 者

(人 )
B

感 染 者 率

(%)
C

(B/A X 100)
1 北 海 道 12,675 231 1.8
2 〓円 県 3.425 80 23
3 岩 手 県 10.792 160 1.5
4 県 4,158 70 1.7

5 秋 田 1,624 21 1.3
6 山 形 県 6,242 62 1.0
7

一口
田 県 9.268 92 10

8 茨 坊 11.761 74 0.6
9 栃 木 9,668 77 0.8
10 群 馬 県 8,478 一５８一 07
埼 玉 県 37.329 293 08

12 千 葉 県 58,430 公
Ｕ
う
０
４ 07

13 東 京 118,141 965 08
14 神 奈 川 県 23.861 217 ｎ

υ
（
υ

15 斤  瀾1県 5.156 41 08
16 山 県 786 10 1.3

石 4,132 40 10
18 福 井 県 4.394 49
19 山 :県 5,997 48 0.8
20 長 野 県 9,025 74 0.8
21 岐 阜 県 7,056 72 10
22 静 岡 県 16178 195 12
23 憂 知 20,978 152 07
24 二 重 6,235 51 0.8
25 滋 賀 県 3.897 24 06
26 一只 F府 2.583 24 09
●
乙 に 29,044 277
28 兵 庫 28,799 281 10
29 良 県 2,578 21 0.8
30 和 歌 山 県 2.913 17 公

Ｕ
（
υ

31 県 2,837 60 2.1

32 島 根 ! 2,047 12 06
33 岡 山 県 4,891 41 0.8
34 県 10.121 143 1.4
35 山  口 1.845 35 1.9
36 徳 島 2.170 20 09
う
０ 香 川 県 5,712 41 07
38 憂 媛 県 5.691 62
39 涸 県 1.335 10 0.7
40 司 県 14,376 203 1.4
41 佐 賀 5,540 Ｏ

Ｏ
公
Ｕ

42 長 崎 : 8,402 140 1.7
43 熊 本 県 5,237 73
44 大 分 県 8.605 95
45 雌 県 3.129 34
46 鹿 児 J じ県 12.539 ｎ

υ
′
■ 1.2

47 沖 縄 県 4,599 136 3.0
者「道府県合計 564,679 5553 1.0
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平成21年度 C型肝炎ウイルス検査実施結果

対  象  者
(人 )

A

受  診  者
(人 )
B

i現在、C型肝炎ウイルスに
感染している可能性が極めて
高い」と判定された者 (人 )

C

恐 業 者 不

(%)
D

(C/B X 100)
1 海 道 40,897 817 2 02
2 奇 森 リ 10,136 553 0 0.0
3 岩 手 県 11,597 943 2 02
4 城 県 29.226 1,542 3 0.2
5 火 田 県 11.287 536 0 00
6 山 形 12,425 556 1 02
7 福 島 県 30,706 914 4 0.4
8 茨 城 県 37,076 1.547 4 0.3
9 栃 木 ヨ

ト 22.576 1.557 4 03
10 馬 垢 23,482 1,947 5 0.3
埼 玉 50,936 3,098 7 02

12 千 葉 県 62,269 6.064 17 03
13 一只 224.092 14,811 42 0.3
14 奈川 県 63.584 1,512 14 09
15 新 潟 県 10,994 562 0 00
16 富 山 ヨ

κ 7871 982 1 01
17 石 県 3.621 1,311 3 0.2
18 福 井 10,130 214 0 0.0
19 山 梨 県 8,906 713 2 0.3
20 長 野 県 公

υ
ｎ
υ
ｎ
υ
ｎ
υ
Ｏ
こ 602 0 （

υ

21 岐 阜 県 23,986 1,634 3 02
22 静  岡 38,455 2,168 5 02
23 愛 知 県 52.747 5,293 13 ｎ

ι
（
υ

24 三 重 県 9,506 681 2 03
25 滋 賀 20,023 う

０
４＾
Ｕ l 0.2

26 京 都 12,803 1.533 1 0.1
27 大 阪 府 127.095 2,037 8 0.4
28 ミ 庫 県 94,489 1.545 7 0.5
29 奈 良 16,513 788 1 0.1
30 和 歌 山 県 11,719 533 1 02
31 鳥 取 県 13749 220 0 ｎ

υ
（
υ

32 吉 根 県 6.082 74 0 0.0
33 岡  山 16,321 197 2 10
34 広 島 県 28,710 263 0 00
35 山 口 県 14.951 α

υ
り
０ 3 2.2

36 徳 島 県 6.639 330 0 00
り
０ 川 県 11,304 848 2 （

υ

38 憂 11,618 1,124 8 07
39 高 知 県 31,810 94 1

40 福 岡 県 20,063 1,003 3 03
41 佐 賀 県 13.365 132 1 0.8
42 長 崎 県 13.253 323 0 00
43 熊 10,170 467 17 3.6
44 大 分 県 13,689 377 1 0.3
45 ヨ 崎 県 7,176 284 0 0.0
46 児 島 県 13921 876 0 00
47 縄 県 17,665 377 4

汁 1,349,679 64,761 195 0.3
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1)40

対  象  者
(人 )
A

受  診  者
(人 )

B

l現在、C型肝炎ウイルスに
感染している可能性が極めて
高い」と判定された者 (人 )

C

懸 業 者 率
(%)
D

(C/B X10o)
(軍

48 札 幌 市
49 仙 台 市 14,156

50 さいたま市 790 1 0.1

51 千 葉 市 16,859 1,518 公
Ｕ 04

52 横 浜 市 39 00
53 川 崎 市
54 新 市

55 岡 市

56 浜 松 市 11,680 228 2 09
員
υ 名古 屋 市

58 京 都 市

59 大 阪 市 40,357 252 2 0.8
60 市

61 神 戸 市 23,363 公
Ｕ
り
０
５

2 04
62 圧 山 市 3.000 74 0 0.0
63 広 島 市 8.851 42 0 00
64 北 ブLり11市
65 福 岡 市
指 定 I市計 118.266 3,479 13 0.4
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2 以外の対象者ヘ

受   診   者
(人 )
A

「現在、C型肝炎ウイルスに
感染している可能性が極めて
高い」と判定された者 (人 )
・    B

感 染 看 率

(%)
C

(B/A X100)
1 12,782 05
2 青 森 県 3,429 ＾

υ
（
υ

3 岩 手 県 10782 90 0.8
4 城 県 4160 33 08
5 史 田 1,624 5 03
6 山 形 県 3.289 15 05
7 福 島 県 9,280 47 （

υ

t城 県 11.771 90 0.8

9 栃 木 県 9,631 0.7
10 群 馬 8,471 0.9
埼 玉 県 37,329 225 06

12 千 葉 県 58,423 594 10
117.929 949 08

14 i 24,064 211 ｎ
υ
（
υ

15 新 潟 県 5,156 9 02
16 富 山 県 786 2 03
石 J 4,133 38 ｎ

υ
ｎ
υ

18 福 井 県 4,447 46
19 山 梨 県 5971 104 17
20 野 県 7.884 51 06
岐 阜 ! 7,053 42 06
22 静 岡 県 16200 173
23 愛 知 県 21.245 151 ｎ

υ

24 県 6,236 50 Ｏ
Ｏ
ｎ
υ

25 滋 賀 3,901 ０
乙 07

26 京 都 府 2,592 ０
乙

た 阪 29.011 268 09
28 兵 庫 ヨ

ト 28,801 245 0.9
29 奈 良 県 2,585 う

乙

30 和 歌 山 県 2,854 23 08
取 県 2837 18 （

Ｕ

艮 2,051 19 ｎ
υ
ｎ
υ

33 岡 山 県 4,869 42 ｎ
υ
ｎ
υ

34 広 島 県 9,936 75 08
35 山  口 県 1.846 ０

乙 15
36 県 2,170 21
●
０ 香 J‖ 5,710 63
38 愛 媛 県 5,645 25 04
39 高 知 県 1,323 ０

乙
ハ
υ
（
υ

40 菖 岡 県 14170 193 14
41 ■ 5.030 ｎ

υ 22
42 長 崎 県 8.402 一４

一　　一一一一一　一一一一一一一一．．．．一一一一一一一一一一・ 0.C

43 熊 本 県 5,227 262 5C
44 大 分 県 8,523 51 公

υ
（
υ

45 ヨ 崎 県 3133 21 0.7
46 鹿 児 1 告県 12.932 102 ハ

υ

′
十 4.630 33 0.7
者「進府県合計 560,253 4,897 ｎ

υ
ｎ
υ
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肝炎ウイルス検診についての健康教育・健康相談の実施状況

( )

健康教育 健康相談

実施回数 (回 ) 参加延人数 (人 ) 実施回数 (回 ) 参加延人数 (人 )
1 l 106 1743 249 946
2 41 1.943 41 429
3 手 〕 24 63 72 448
4 4 83 6 ●

０

5 田 3 58 24
6 形 14 115 18 27
7 百
日 80 7723 16 275

8 75 2,566 118 510
9 仄

υ 219 89 297
10 馬 9 1411 30 86
た 玉 10 1371 10
12 6 151 252 496
13 2 32 85 259
14 ‖県 2 2
15 7fr 9 532
16 3 125 43 219
17 1 41 44
18 ヨ  リ 1 36 133
19 山 5 232 55 163
20 139 847 41 307
21 70 1,387 300 593
22 33 468 24 55
23 知 ! 43 2918 8 68
24 24 24
25 21 493 157 164
26 一只 l 9 6
27 阪 210 6308 159 530
28 丘 18 604 65 692
29 445 51 604
30 ロロ 山 22 1.233 33 240
31

1 4
32 24 1,295 40 88
33 公

υ 1.835 29 44
34 島 ! 9 205 39 116
35 口 42 358 44 191
36

1 1

37

38 4 65 民
υ 120

39 矢ロ 5 6
40 116 2698 208 564
41 佐 9 336 63 175
42 山 1 150
43 県 2 128 68 119
44 大 4 328 8 揆

υ

45 山 47 1.129 31 355
46 尾 1 74 3194 ０

０ 2.382
47 131 936
| 1.417 44,912 2,841 12_875

41♂
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)

B型肝炎ウイルス モウイルス
棋 診 党 影

(人 )

E

1場
:旺

(人 )

F

有 1瞑
1隆
者

(人 )

∩

懸 梁 看 率

(%)
H

(F/′ E X 100)

硬 診 党 診

(人 )

A

1場 '庄 看

(人 )

B

1瞑
l圧
者

(人 )

C

懸 染 者 率

(%)
D

(B/A× 1001
1 1,243 20 1,223 1 1245 12 1.233
2 1,747 33 1714 1 174 0 174 0.0
3 岩 手 5194 70 5124 5.287 21 5,266 04
4 ち 388 一ｂ 383 1 388 2 386 05
5 29 ●

ι 69 29 2 27 69
6 91 0 91 OC ０

４ 0 Ｏ
ι 0_C

7 6.840 65 6.775 6,706 54 6,652 0.8
8 マ 城 : 1,105 1,099 05 う

０
（
υ 6 931 06

9 所 末 2 0 0.0 0 2 00
10 羊

目

川 21 0 21 00 21 0 21 00
1,227 9 1218 07 1177 1.162

12 千 0 7 00 7 0 7 0_0
13 10,797 76 10.721 07 10,707 44 10663 04
14 l 1,342 10 1332 07 1,341 20 1.321
15 新 22 0 22 0.C 22 0 22 OC
16

5 66 70 71 3 68 42
井 449 8 441 18 422 16 406 38

19 13.325 106 13.219 08 13,311 93 13218 0.7
20 442 3 439 07 50 8 498
21 岐 540 2 538 04 541 0 541 00
22 2,585 39 2,546 2596 29 2.567
23 8,680 73 607 0〔 7184 4 7.180 01
24 1 0 19 0_C 19 19 OC
2

26 4 4 OC 4 0 4 OC
●
ι に 2.010 31 1.979 2,017 40 1,977 20
28 一〓

ヽ 2.561 20 2541 0.8 2561 23 2538 09
29 1 1 0 100C
30 日 1062 1.057 05 927 6 921 06
31 2,091 48 2_043 ０

乙 2092 31 2.061 1

32 1008 16 992 16 1.008 58 950 5E
33

34 670 20 650 う
０ 671 1 670 0.1

35

36
う
０ 野 281 4 277 281 8 273 2.8
38 491 0 491 0.0

39 125 0 125 0.C 125 0 125 OC
40 194 0 194 OC 194 2 192 10
41 1,159 13 1_146 1155 7 1.148 0_6
42 山 47 1 46 2.1 46 4 42 ０

０

43 695 8 ０
０ 695 13 682

44 t 9 0 9 0.( 9 0 9 00
45 ‖ 586 584 0〔 586 1 58 0.2
46 児 220 3 217 14 222 5 23
47 ａ

υ 165 0 00
府 県含 pl 69.547 706 68841 65,584 528 65056 0.8

市町村独自検診分集計結果

4静



B型肝炎ウイルス検 C型肝炎ウイルス検
硬 診 賞 診

(人 )

E

1易
,旺
者

(人 )

F

看性
人

　

Ｇ

瞑 懸 梁 者 率

％

Ｈ

(F/E X100)

棋 診 受 診

(人 )

A

者性
人

　

Ｂ

場 1瞑
:旺
者

(人 )

C

懸 槃 有 率

(%)
D

(B/A X100〕
(再掲 )

48 本L 幌
49 イ山 台
50 さいたま
51 千 葉

52 構  浜

53 崎

54 新 濡
55 岡

56 ξ 松 市 140 0 140 ハ
υ 140 133 50

57 古 屋 市
58 都 市

59 阪  市
60 堺   司
61 7甲  戸  ¬
62 岡  山
63 仄  島

64 ヒ九 州 市
雪 岡 市螂
７

】

都市計 140 0 140 00 140 7 133 質
υ

50



各自治体における肝炎対策の現状について
参考資料 8

I 特定感染症検査等事業 (月干炎ウイルス検査)について

自治体

1 所管している保 lll所劉 肝 炎ウイルス検査実施体制

※肝炎ウイルス検査を
実施している保健所支
所 出張所数

①保健所での実施 ②医療現関委託での輛料実施 ③委託(予定)機関数

折管翠

ら既に実施 (輛

米1)

b既に実施 (有料) c今後無料実施予定 d未実施 雛
勁

b今後実施予定 c未実施
(箇所 )

うち健診専
門機関数
(箇所)費用徴収額 理由 実施予定時期(年月) 理 由

北 海 道 ○ ○
保健所での● lll実 施のみ

で対応可能

2 青 森 県 O ○

3 岩 手 県 ○ 〇

4 宮 城 県 O ○

5 秋 田 県 ○ ○

6 山 形 県 ○ ○
保健所での用料実施のみ

で対応可能

7 福 島 県 ○ ○ 6

8 茨 城 県 ○ ○
Rt'所での無料実施のみ
[対応可能

9 栃 木 県 5 ○ ○

群 馬 県 1 ○ ○
R健 所での無料実施のみ

`対
応可能

1奇 玉 県 13 ○ ○ 1431

千 葉 県 ○ ○

東 京 都 ○ ○

平 r■

“

年 7月 から平成21

年度末まで集中 ||に い療
lll関 委託での検査を実施

したため

神 奈 川 県 9 ○ ○

新 渇 県 ○ O

富 山 県 ○ ○

石 り|| 県 ○ ○

11井 県 ○ ○

山 梨 県 ○ O

検査委証はH20年 度で終

可lrであるため

長 野 県 0 ○

呆t'I輛 の無料人施で対応

′
'は

増

“

事業によるい襄

●M委

“

岐 阜 県 7 ○ ○

静 岡 県 7 ○ ○

愛 知 県 ○ ○

三 南 県 ○ ○

滋 賀 県 ○ 〇

京
=l府

○ ○

大 阪 府 ○ ○ 4700 不 リ

兵 庫 県 13 ○ ○



自治体

1所 管している保健所 2肝 炎 ウイルス検査実施体制

所管数

※肝炎ウイルス検査を

実施している保健所支

所 出張所数

①保健所での実施 ②医療機関委託での輛料実施 ③委託(予定)機関数

a既に実施 (無

料 )

b既に実施(有料) o今 後用料実施予定 d未実施 群
動

b今後実施予定 o未実施
(箇所)

うち健診専

門機関数

(筒所 )費用徴収額 理 由 実施予定時期(年月) 理 由

奈 良 県 ○ O

「口歌 山 県 ○ ○

31 鳥 取 県 4 ○ ○ 12

島 根 県 7 ○ ○

岡 山 県 5 ○ ○

広 島 県 7 ○ ○

山 口 県 8 ○ ○

徳 島 県 6 ○ ○

未受検者の集中的3i,肖 を
1るため平成20年 度 ini

り実施

香 り|1 県 ○ ○

受 媛 県 6 ○ O

高 知 県 5 ○ ○ 2

福 岡 県 ○ 0 1202

佐 賀 県 ○ ○

長 崎 県 ○ ○

熊 本 県 ○ ○

人 分  県 ○ O

宮 崎 県 ○ ○

l■ 児 島 県 ○ ○

沖 ギL 県 ○ ○
平成24年度

目途
○

|'所における肝炎検査
無用化にlI先 的に取り

本し 幌 市 ○
療`"円 委計

により
○

仙 台 市 ○ ○

さいたま市 ○ ○

51 千 葉 市 ○ ○

さい増進●案での医療機
1委 託と事業が,1似し利
日者の混乱が危慎され

相 浜 市 ○
藍療機IYI妥 託により
彙施している為 ○ 1054

り|1 崎 市 ○ ○

相 l● 原 市 ○
レ象猥門委証により
実施 ○

新 潟 市 ○ ○

1争 岡 市 ○ 〇

兵 松 市 ○ ○

名 古 屋 市 ○ ○

昏2



自治体

1所 管している保lt所曽 肝炎ウイルス検査実施体制

千管ヨ

※lT炎 ウイルス検査を

実施している保健所支

所 出張所数

①保健所での実施 ②医療機関委託での魚料実施 ③委託(予定)突関数

l既に実施 (無
b既に実施 (有料) c今後無料実施予定 d未実施 靴

勁
b今後実施予定 c未実施

(箇所 )
うち健診専

門機関数

(箇所)費用徴収額
実施予定時霧

理 由 実施予定時期 (年 月) 理由

京 都 市 ○ ○

大 阪 市 ○ ○
呆健所での魚料実施で対
0可能

堺 市 8 ○ ○

神 戸 市 ○ ○

岡 山 市 ○ ○

広 島 市 ○ ○ 約 140C 3

北 九 州 市 ○ 〇

福 岡 市 ○ ○ 把握して
いない

67 函 館 市 1 ○

担 り|1市 ○ ○
Rl,所での,‖実施のみ
封 応可能

青 森 市 ○ ○ 帷蜘
蓋 岡 市 ○ ○

きが医療機関委託で実施

吹 田 市 ○ O
一集

は

一な

瞳

ま

定

「

『

72 311 山 市 ○ ○

″艤増進事業による医療

"IЧ

委話による無料実

わ`き市 ○ ○

屎ll所検査と,,診で
■―ズは満たされると考オ

デ都 宮 市 ○ ○
医療 1"lllで 対象者を選,
するため,′ 整が|"製

海 橋 市 ○ ○
保|′所での

"‖
実施のみ

て対応可能

雪:崎 市 ○ ○ で実施可能

サ11 越 市 ○ ○

沿 lR市 〇 ○

泊 市 ○ ○

■須 賀市 ○ ○

保1,所での無料実施のみ

で対応可能、1,康 増進●

葉による医療■m委託に
より40晟 のみ

"‖
実施 .

雪 山 市 1 ○ ○ 7

金 沢 市 ○ O

長 野 市 ○ ○
t'崚 贈進事業による医療
|口 m委託によリロ,実施

皮 阜 市 ○ ○

豊 橋 市 ○ ○

岡 崎 市 ○ ○ で対応可能

墜 田 市 ○ ○ ∝ 6

大 ,革 市 ○ ○



②医療根1調委託での無料実施 ③委乱(予定)槻関数



自治体

1所 管している保健所郵 2肝 炎ウイルス検査実施体制

※肝炎ウイルス検査を

実施している保健所支

所 出張所数

①保健所での実施 ②医療■関委託での輛料実施 ③委託(予定)機関数

千管椰

a既に実施 (無

料 )

b既に実施 (有料) c今後無料実施予定 d未実施 ａ既‐こ勁
b今後実施予定 c未実施

(筒所)
うち健診専
Fl機関数
(筒所)費用徴収額

実施予 定 時期
理 由 実施予定時期 (年 月) 理 由

新 宿 区 ○ ○
皇康増進事業による医療
雙関委話により無料実施

文 京 区 ○ ○
対応可能
検診事業による医療機関

台 東 区 ○ ○

健康増進事業による医療
饉関委託により無料実施

墨  田 区 〇
き療機関委託により

喀施 ○

江 東 区 1 ○ ○ 平成23年 度検討中

品 川 区 2 ○ O 21

目 黒 区 2 ○ ○
P康増造事業による医療
瞳凹委託により無料実施

大 田 区 1 ○
三療檀 lに実施を
記ヽしているため. ○

世 田 谷 区 〇 ○

渋 谷 区 ○

医師会に委話してお

り、区内157医 療機

関で受診可能なた
○

中 野 区 ○ ○
罐摯増進事業による医療
機m委託により

"料
実施

杉 並 区

4寺定感染症検査等事業
:は別に、屎健センター3
い所でも,'A増 進事業の
一環として実施 )

○ ○
保健所等での実施のみで

豊 島 区 1 ○ ○

区 ○ ○

荒 メイ1 区 ○ ○

板 4■ 区 ○ ○
'|■

増進法による医療機
.1委 話による■ lll実 施

締 馬 区 ○
卜療機凹委話によ|

長施 ○ 平咸23年 6月 639

足 立 区 5 ○ ○

葛 飾 区 〇 ○

江 戸 川 区 ○ =療 `“
|"に委託し1

○ 1

一機，か



4[1,いだ

α

I肝 疾患診療連携拠点病院等の整備状況について

ヨ治体

C■点病院尋二ヽ 摯Ч金の瞬〕脩状況 ②■点■院●連
“

|1踊奎姜魚手の氏名公素の有鮮 G専「
1医な■関の■保桁定)状況

22年度の開
‖回戦(回 )

22年度の
開Ri月

」艦千燎 (人 )

軍円医な■間の出席よ況 14■内容

:具 |1的 に記

`

公 晏

|1公壼 a種 保(指定)済 b■保 桁定)予定

a全専P,E4
■rilが 出席

b-3r卑 円E
な■間が出席

理 由
平1円 EO■ PIl
数(■所 )

予定今 ,調

Jヒ 海 道 1回 3月 4人 ■点病院のみで実
=H20年度研修事業計画についての協ti

○

2 青 森 県 ○

岩 手 県 3フノ、 ○ 治療ガイドラインについて 〇 〇

自 城 県 ○ lAlコ 的に公表する必要がないため ○ 18

秋 田 県 〇 ○

6 山 形 県 lE 15人 ○
干疾患相鉄
=の
紹介 嗅の肝炎治療rt財威制度

0現 況、今後の肝炎対■についての意見交換
○ 委 I時に承諾を得ていない ○

7 福 島 県 1回 3月 7人 ○
県事業についての意見
県内の状況(3剤併用の要望等)

○ ○

8 茨 城 県 1回 2月 24人 ○

叫内における肝炎E療費助成金の申
'・
の状況に

■門医療べ 1当 ●院の取りlaみについて
○ まJ時に承諾を得ていない ○

栃 木 県 〇 堅r途上 ○

群 馬 県 27人 ○

過去2年 nlと 平成22年 度の財成状況の比t■析
皓ユのe告、全国の

“

■会への参

“

田告、E療
従事者 ■苦会の鵬:薔 要項 肝炎診

^ネ
ットワーク

の運営など.

○

匡4従事者には公
=し
ており、非公

1というわけではないが、広く一般に
0■しているかということに出して,ま
に公表.

○

11 埼 玉 県 1回 16人 ○
診療連携体制、匡0研修会受 1饉明

=更
7F■ に

○ ○

12 千 葉 県 1回 20人 ○

医療費助成制度変更まの2定状況 千葉4に
おける肝炎r合対策について これからの肝炎F
合対■のあり方

○
医療■段として構成しておリ ーlt人

を■員としていないため ○

東 京 都 ○ 叉時点で委員が未決定なため 〇



げ

自治体

G■点嬌院キ逮

“

粋■会の旧1籠状況 2■点輌瞑■運

“

筐■■委爾年の氏名公表の有彙 3平円E燎囃側のう保(指定)状況

22年度のF
僣回致 (回 )

22年度の
側″月

出席者数 (人 )

専門E薇曖関の出席状況 10■内容

X具体的に:己
`

公曇

非公患 a薔像、指定)済 b質保1指定)予 定

a全専円塵豫

■間が出席

b―舗専門E
薇電r■lが出席

理 由
専用医,■閲
戦 ■所 )

予定詩期

呻奈 川 県 ○

15 新 潟 県 7月・3月
7月 :25人

3月 :21人
○

肝疾3診粂遼根バスについて
平成23年 度厚生労●省肝炎対工事業計画及び
籠潟県の肝炎対■■■計画について
行政からの運■■項

○

tだし、こ人への委■ではなく病院
ミ対しての姜■のため病院名の公家

ましているが電人の氏名までは公晏

て́tヽない。

○

ヨ 山 県

富山県立嗜

央輌眺 1に

市立場波

“合病院 1ロ

富山県立中

央角院 :2月

市立砺波

「含8鴎■ 3月

宮山県立中タ

病院 15ノ

市立砺表絆雀

輌Fti21メ

○

肝モ病拿
=に
ついて

lT炎診濠医喩従事者研修会について

lT炎助成の申:A状 況について

市民公日

`睡
、広■等による著発活勁等の実,1

■告
23年 度計画について

○ ○ 21

石 川 県 21人 ○

石川県肝炎診´こ携について 同意■の工計状

況等を■告

肝疾患専門医凛薇側の拡充について協i
E■従事者向け院内研修会のいIFについて 車
門医療費閲へ協力を依f

○ 貴|】的には公表していない。 ○

福 井 県 lE フ月 ,8人 ○ かかりつけEと専門Eとの連携のあり方等の検討 ○

^極

的には公曇していない。 ○

山 梨 県 1回 9人 ○

運絡協L会実
=要 "に
ついて

'2回
都道府県肝●I↓診●連携■点病Fi連■協

Ц会報告
○ 姜員の承結を得ていないため ○

長 野 県 2[
月

月

①
②‐

①17人
②18人

○

ウイルス肝炎Eな資給付制度の改正、肝疾↓診
療相蟄センターの活0状況、専門に豫啜 ヨ かか
りつけにの登,状況、肝炎バスポートrこついて

○ ○

岐 阜 県 1回 3月 25人 ○

肝疾患診撮体制の強化について

岐ユ県におけるlT炎 対兵にかかる現況及び対策

肝炎手嗜の改訂について

○
=員
委
'時
に承書を得ていないため ○ 12

い 岡 県 2回 9月 、3月 延 103人 ○

病診連機の現状について

ll■病手嗜について

ヽ点輌院事■の
==報
告

C型肝炎治療の最新情 e等

○

ミo■ !出としての参加であり、医師
嘔人が委員として出席しているもの
ではないため

○

愛 知 県 1回 3月 フ6人 ○
言年肝0型慢性肝炎の賽ことインターフェロン治療
の現状等

○

E4■ tlと しての参加であり、医師
0人が委員として出席しているもの
ではないため

○

二 重 県 1回 28人 ○ 病診連携について ○ 失点病院隕1鮮 のため ○ 9

整 賀 県 2ロ 6月 、3月 各20メ ○ ○ 司意を得ていない ○ 13

京 都 府 〇

大 阪 府 3[]
7月

11月

3月

15人
17人

19人
〇

肝炎対工の現状

各■点病院からの曖告 など
〇

に会親約により撻l■会は次の質田
ミより構成するため委員の任命をし
ていない。(1)肝疾

'■
点月院 (2)

人ほ府健康E豫都保健E豫笙健匡
づくりl‐ (3)そ の他

`“
会が必要と

○



(ソ、

寝

自治体

C英点病院■還｀招ヽ書の問薔状況
`ヽ
点■院手達■協1■

'晏
n■の二名公壼の有華 3専 HE豫 電 lilの■保 :日定 状況

22年 度のF
僣回敲 (回 |

22年度の
Fl値月

出席子敵 (人 )

卑円E茂■ lilの ビ席状況

`!■

内容

i具体的に記越

′1公 晏 a■ 保 指定 す b■侯 (指定 予定

8全 寧
「
lE4

■FIlが 出席

b―昴専円医
0■間が出席 =由

専円E●■関
獣
=所

予定寺
'調

兵 庫 県 2回
7月

1月

人

人
○

インターフェロン治4の地域連携バスの作成につ
いて 肝疾↓相蟄センター活■颯告 研修会 I菫
会の間常について等

○

会印1を公表しており、委員をたこすZ
粗阻:(E豫■関団体)を明らかにし
ているため。

○

奈 良 県 ○

和 歌 山 県 ○
モ点病夕等連絡11L会未設置のた

○ 平成23年 6月

鳥 取 県 2E
8月

1月
約30人 /E ○ ○ ○

島 根 県 1巨 2月 18人 ○
「
年患診療連携ヽ点病院の活■祀告等 ○ モ員に承諾を得ていない ○

蘭 山 県 3回

7月

11月

2月

38人 ○
IF“ ↓診療運卜ヽ点病院事業 肝炎EO従事者
諄修会等

○
このことについて 協■を行つていな
たヽめ

○

広 島 県 3回
6月 、1

月、2月
延べ約 30人 〇

C拠点病院,栞:画②肝炎治薇■助成1,度 (拡充)実施
状況について0身体障害者福祉法におけるF■・:●

=の追加について④ll炎 インターフェロン治僚の評=●
■■告

結果について0重度医贅制度等について0肝疾e相談室
相.1状況について●インターフェロン地域■■クリテイカル

〇 ○

山 口 県 1回 10月 33人 ○
相蜃支援室の活■

研修等教育体制
○ ○

電 島 県 1回 13人 ○ 肝炎対策事業の■,1等についてなど ○ ○

37 香 川 県 ○ (拠点病院2

を含む )

希望E豫 撻関があれ
ば肝炎診療協弩会に

!|る こととしている。

賢 媛 県 ○

自 知 県 1回 36ン｀ 〇

lT炎 治療医療贅助成対象申
'′
■の作成につし

′核ヽアナログ製剤治4に ついて
○
=`名
を公表している ○



懸
鍾

自治体

C■点窮院●連■3■会の開管状況 (2■点嬌院尋
=■
性路会奏ltう の氏名公晏の有摯 3専円E余■日の確保

`指
定)状況

22年 度の開
俯回数 (回 )

22年度の
開l脩 月

J鵬お強 (人 )

平円E薇■間の出席状況 14鰭内容

■,具体的に記[
公 表

非全晏 保 :指定 )清 b磯 保 :指定 )予 定

a全 諄円医茂

■間が出席

b― 昴諄円医

薇■間が出席
珪由

卑円E■■Ftl
致 1賓 所,

予定寺期

嘱 岡 県 ○ ■点属Fi運ヽ情嗜会が未■定 ○

佐 賀 県 ○
佐賀県の現状と

'こ
肝炎治4助成事業につい

て、肝疾↓診なネットヮークこついて
○ t,名 を公表している ○

長 崎 県 1[ 9月 54人 ○

助成申い及びじ定の状況颯告
助成制度の更新申

'1に
ついて

肝炎治療にかかる効果判定le告と依:]こついて
○ 姜員等を定めていない ○

熊 本 県 2回 7月 、3月 16人ず ○ 活動轄告 ○ ○

大 分 県 2回 9月 、3月 32人 ○ 治豫貧助成フォローアップ11査の案t状況等 ○ ○ 11

宮 崎 県 ○ i員 ,任時に承諸を■ていないため ○

自児 島 県 0回
5月 、11

月、3月

23人、16

人、19人
〇

肝炎治療貧助成鯰定状,に ついて 肝炎手■の
作成について ,呂習会 研修会について ●

○
公表の承
=は
得たが 特段HPなど

に未だ掲饉等していない。
○

沖 縄 県 〇 重員が決定していないため ○
平成20年 度中に指定
予定



Ⅲ 肝炎対策協議会の設置状況について

σ ♪

に

'

自治体

CIT炎 対■FIЧ奎にせキ家湊遺旗
=古
む 222年 度の日F寅 11 ⊃23年度の樹脩予

=

a含む

b長●予定 bに該当しなt J二 名誉壼の有■

臓1僣回菫

(口 )
寅宅内容 1昇 1籠しなかったL由 開催予定回数(回 )

二ヽ予定年月 L自
ヨト公凛

珪自

Jヒ 海 道 ○ ○ =員
改選に伴う会長選任

口及び道における肝炎対策について

ヽ点病院の整口状況等颯告
2

2 青 森 県 ○ ○

3者である委員から
承:■を■ていないた
め

コの指針に基づき対策を

“

籠する予定だった
い 指針が策定されなかったため

"1催

できな
,ヽった

3 岩 手 県 ○ ○
その言員も非公壺で
ある。

委員に患者会の代■者を追加することについ

医療専Pl“会を

'irす
ることについて

富 城 県 ○ 〇
平成21年 度の実11及び平成22年 度の計画の

■告及び今螢の肝炎対■の審鳴

5 秋 田 県 〇 ○ 皇 理発見のための検査●兵方法について他

6 山 形 県 ○ 23年度中 ○
助成制度改正に伴う■要悦明
H23新規たューに曜|する意見交ri等 2

7 福 島 県 ○ ○ 4事業についての意見

8 茨 城 県 ○ 23年 7月 ○
E`予定二員の承

':得ていないため。
L点 疇院の指定等

砺 木 県 ○ ○

県条例に基づく手崚き
を燿ては]示

'FFi示

を
決定

11の T災に伴う影響

諄 馬 県 ○ 23年 9月 〇

積1■的に公■はして
いないが 要望に応じ
公「FIは可に。

専門E4■ 限|の 追
“

選定 肝炎対工事業内容
等

埼 玉 県 ○ ○ 肝炎対工の権進について 1～ 2E



:`11'1)

,,こ

「
:

自治体

①肝炎対エヒ壼会に0テ 家族 退族を含む 022年度の同籠案t ⊃23年度の勝
'催

予
定

a含む

b=■予定 a、 bに じ当しなι d丘 名公曇 の有 無

口1脩 回菫

回 )
宴
=内
容 lil侑 しなかつたE由 ‖l催予定回敲(回 )

姜■予定年月 理由 公 晏
非公襲

E由

2 千 葉 県 ○ ○
1月 15日 に予定していたが ■災の発生のため
,上した。

13 東 京 都 ○ ○
椰の肝炎対■

L点 病院の選定
2

神奈 川 県 ○ ○ 東北地方太平洋沖地震のため 2

15 新 潟 暉 ○ ○ 参加書名■による
H233実
=予
定であつたが、震災の tl係で延

`舅

.H22年 度 Fil僣 分はH235こ 実施する。

富 山 県 ○
1内で活動している肝炎患者の
ヨ体を把筵していないため。

○

1肝炎ウイルスの構査の冥■状況

2肝 炎治,E会 贅助成手の状況
3肝疾患診豫葉携英点病院の活ll状況
40T炎 専門病院について

石 川 県 ○
黒内に患者会等の団体が存在し
,いため.

○

彙員■■持承●を得
ていないため、積Iヨ

“には7AN患していない。

凝急肝炎ウイルス検査事栞 肝炎医療費助減
の奏
=状
況について

E薇従 T・者研修会、肝炎患者等を対象とした

`濱
会及び相嵌会の実t状況について
専門医A■「■lの拡充について
石川県肝炎診染連携の興t状況について

嘔 井 県 ○
llЦ会とは,1に、患者団体と意見
交換会を案

=し
ているため

〇
臓1コ的には公曇して
´ヽない.

福井県の肝炎対策事業と今後のlT炎対策に係
る驚laについて

山 梨 県 〇 ○

果の肝炎対策事業、肝疾↓コーディネーター事
業

医

^費
助成制度の変更点等について

長 野 県 ○ ○

姜員本人から氏名公

曇のア解を得ていな
いため

特に協鳴が必要な案件がなかつた。医療費給
付制度の改正等は、委員に対する[男 1の通知
等により対応してぃる。また、■点病院尋連絡
憔壼会にて説明している(両協議会の委員は
重複している).

2 演 阜 県 ○ 〇
委員■■時に承

'を得ていないため

r疾 患診療体目の強化について

●■県における肝炎対■にかかる現況及び対
宥について

,岡 県 〇 ○

本県の肝炎対策について
肝疾

`診
濠邁鷹■点病院事業について

肝炎治●特別促進事業について
肝炎対ス基本指針案について

量 知 県 ○ ○
ЭH23年度肝炎対■際l連予算②公貧肝炎治
療に係るフォローアップ事穴について③その他



俄

むヽ3

自治体

G肝炎,■ 10L書に0子 案,遺
"を
古む ②22年 度の旧1薔婁段 D23年度の開催予

こ

a含 む

Ьtt t予 定 a、 bに じ当しない J罠

`公
晏の有彙

開催回肇

(回 ,

兵t内容 H〕 RFしなかったl・由 昭1に予定回数(回 )
二IJ予定年月 L壼 公 曇

=自

二 重 県 ○
委員として特定の方の選定がで書
ない

〇 温嘔できる案件がなかったため

弦 賀 県 ○ ○
委員委 1時 に承●を

得ていないため
3月 開催予定が■災により延期となった

京 都 府 ○
lTttι診療体制等についての専
ヨ号的なヽ|・ が中心であるため

○ 専門家に1番るべきL」が生した場合に開催す
る

大 阪 府 ○ ○
大阪府肝炎平門■■力医療■関の指定に係る
!な間について

兵 庫 県 ○ 〇 2 治
^費
助成制度の運用について等

奈 良 県 ○
襲内の感染者の会や家族会等が
巴ltできていない

○

公表する、しないに出

レて電話にあがってい

ないため

治療費助成制度の宴 :二 専門E療■暇1の選定
2

和 歌 山 県 ○

具の協颯会はl・ 4体制の構■等
を目的としてE療■lilの 専門家
等で
'メ

成している。なお 必要が
あると認めるときは、委員以外の
者に会IIへの出置を求め、意見を
聴くこととしている

○
議員委
`時
に承諾を

尋ていないため
干疾患診療連携ヽ点病度の籠定について

島 取 県 ○ 23年 7月 2 肝,tがん検診の3T価・・ 析等

島 根 県 ○ ○ 島薇共肝炎対策ドヽ 1■会について 他 4

岡 山 県 〇 協 l二会にて審
'こ
中 ○ 3

肝炎匡療従事者薔修会 かかりつけ
=研
修会

等

広 島 県 〇 〇

Э肝炎ウイルス検査事業について②肝炎治療
特別促進事業についてCF疾↓診療連携■点
嘴院について④人材育成普及啓発■■につ
´ヽてC=査事業について⑤肝炎対■予算につ
´ヽて②広島■の肝炎対■の現状■こについ

山 口 県 ○ 23年度中 専門匡

^堤
ltli"定

患者等の委員追加



C
⑫[

目治体

①肝炎対■ヒЦ会に↓子家族遺態を含む ②22年度の開催案
`員

Э23年度の開催予
せ

a含む

bi■ 予定 bに慎当しなし d氏 名公晏の有黎

門l侑 回強

(回 )
富t内容 lIIl籠しなかった理由

姜■予定年月 二 由
非公壼 開催予定回数 (回 )

理 由

徳 島 県 〇 ○ 千炎対策事業の案■等についてなど

香 県 〇 調整中 ○

肝炎対■の推進

医療費助成 検査等の状況

拠点病「i、 専門医療■関の選定  等

愛 媛 県 ○ 曖存の協班会を代用しているた″ ○
餞存の協露会を代用
しているため

事業内容等の咬明

高 知 県 ○
啜存の会を活用しており、会のあ
,かたについて 課二整理中

○ 2

肝炎治豪特別促進事業の改正について

ウイルス検査後の取laみについて

肝炎対策協嗜会のあり方について

福 岡 県 ○ ○
委員■■時、氏名公
表の同意なし

2

福日県肝疾患専門医療■lIの選定。平成21
年度肝炎インターフェロン治療費助成制度 肝

炎ウイルス

「

料検査の実餞についての■告及
び協餞。

佐 賀 県 ○ 〇

lT炎 検診追跡11査報告、委員会運営要● 肝

疾患診療ネットワーク、緊急絆合対策事業、l■

炎ウイルス検査の状況等

長 崎 県 〇 〇

肝炎対 llの 実
=状
況について

専門医療■関の選定について
匡薇費助成の実施について

3

熊 本 県 〇 〇
“

本県の肝炎対策について説明。ご意見を頂

大 分 県 〇 24年 4月 ○
特に公表する必要性
がないため

IF炎対策の実ヽ状況等について

宮 崎 県 ○ 未定 ○
委員就任時に承諾を

得ていないため

F炎検査 適正医療の促進、相螢支援等の充
ミ 他

鹿 児 島 県 ○ 24年 3月
緊急肝炎対策事業について 専門医療啜rJの

見rLしについて 協蟷会への患者団体の加入

沖 縄 県 ○
要領により 委員は肝炎

=P,Eと定めているため.
○ 卜になし 0 析型インフルエンザ等対応のため 2



V肝 炎対策の普及啓発状況について

自治体

平成22年度実施状況

Э平成22年度に作成・配布したポスター・リーラ
レットの内容 ②平成22年度のポスター・リーフレット掲載・配布状況

a肝炎 (予 防・,
態・治療 )

b肝炎ウイルス

検査受診勧奨

c肝炎医療費
助成制度の紹
介

a保健所におい

て掲載・配布

b医療機関にお
いて掲載・配布

公共施設にお
てヽ掲載・配布

J電車 バヽス等
こおいて掲載・

配布

1 北 海 道 ○ ○ ○ 〇 ○

2 青 森 県 ○ ○ ○

3 岩 手 県 ○ O ○ ○ 0 O

4 宮 城 県 ○ ○ O

5 秋 田 県 ○ ○ ○ ○ ○

6 山 形 県 ○ ○

7 福 島 県 ○ ○ ○

8 茨 城 県 ○ ○

栃 木 県 ○ ○ O ○

群 馬 県 〇 ○ ○ ○ ○ O

埼 玉 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

千 葉 県 ○ 〇 ○ ○ ○ ○

東 京 者r ○ ○

神奈川県 ○ ○ ○ ○ ○ O

新 潟 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

富 山 県 ○ ○ ○ ○ ○

17 石 県 ○ ○ ○ O ○

福 井 県 ○ ○ ○ ○ 〇 ○

山 梨 県

長 野 県 ○ ○ ○

岐 阜 県 ○ ○ ○ ○ ○

静 岡 県 〇 ○ ○ ○ 0

愛 知 県

三 重 県 ○ ○ ○

滋 賀 県 ○ ○ ○ ○

京 都 府 ○ ○ ○ ○

大 阪 府

兵 庫 県 ○ ○ ○ ○

奈 良 県 ○ ○ ○ ○ ○

和歌 山県 ○ ○ ○ ○ ○

鳥 取 県 ○ ○ ○ O

鳥 根 県 ○ ○ ○ ○ ○ O

岡 山 県 ○ ○ 0

事名



自治体

平成22年度実施状況

Э平成22年度に作成・配布したポスター・リーフ
レットの内容

②平成22年度のポスター・リーフレット掲載・配布状況

a肝炎 (予防・病
態・治療)

朔干炎ウイルス

会査受診勧奨

,肝炎医療費
助成制度の紹
針

,保健所におい

て掲載・配布

b医療機関にお
いて掲載・配布

●公共施設にお
いて掲載・配布

d電車・バス等
において掲載・

配布

広 島 県 ○ ○ ○ ○

山 口 県 O ○ ○

徳 島 県 ○ ○

香 川 県 0 ○ ○ ○ ○

愛 媛 県 0 ○ ○ ○ O ○

高 知 県 0 ○ ○ ○ ○ ○

福 岡 県 O ○ ○ O O ○ ○

佐 賀 県 ○ ○ ○ O ○ ○

長 崎 県 ○ ○ ○ ○

熊 本 県 ○ ○ ○

大 分 県 O ○ ○

宮 崎 県

鹿児 島県 ○ O O ○ ○ ○ ○

沖 縄 県 ○ ○ O ○

いわ



その他肝炎対策に係る について

①肝炎対策推進に係るIf画 指針等策定状況

b医療計画 がん対策推進計画等、その他8f画等に
おいて位置づけ

策定予定年月

要綱 要領に基づき実t

,第 4次 新潟県地域保使医療計 12新潟県

大分県がん対策推進アクションプラン

保使医療計● 屁児島県がん対策

今後、検討を要する。



参考資料 9
肝疾患診療連携拠点病院― (平成23年 4月 1日 現在 )

都道府県名 施 設 名 所 在 地

北 海 道

国立大学法人北海道大学病院 札幌市北区北¬4条西5

国立大学法人旭川医科大学病院 旭川市緑が丘東2条 1

本L幌医科大学付属病院 札幌市中央区南1条西16

青 森 県 国立大学法人 弘前大学医学部附属病院 弘前市本町53

岩 手 県 岩手医科大学附属病院 盛岡市内丸19-1

宮 城 県 国立大学法人 東北大学病院 仙台市青葉区星陵町1-1

秋 田 県
国立大学法人秋田大学医学部附属病院 秋田市広面蓮沼44-2
市立秋田総合病院 秋田市川元松丘町4-30

山 形 県 国立大学法人 山形大学医学部附属病院 山形市飯田西2-2-2

福 島 県 公立大学法人福島県立医科大学附属病院 福島市光が丘¬番地

茨 城 県
株式会社日立製作所 日立総合病院 日立市城南町二丁目1番 1号

東京医科大学茨城医療センター 稲敷郡阿見町中央三丁目20番 1号

栃 木 県
自治医科大学附属病院 下野市薬師寺3311-1

獨協医科大学病院 下都賀郡壬生町北小林880

群 馬 県 国立大学法人群馬大学医学部附属病院 月り橋市昭和町3-39-15

埼 玉 県 埼玉医科大学病院 入間君F毛呂山町毛呂本郷38

千 葉 県 国立大学法人 千葉大学医学部附属病院 千葉市中央区亥鼻1-8-1

東 京 都
国家公務員共済組合連合会 虎の問病院 港区虎ノ門2-2-2

武蔵野赤十字病院 武蔵野市境南町¬-26-1

神奈川県

横浜市立大学附属市民総合医療センター 横浜市南区浦舟町457

聖マリアンナ医科大学病院 川崎市宮前区菅生2-1-1

北里大学東病院 相模原市麻溝台2-1-1

東海大学医学部付属病院 伊勢原市下糟屋143

新 潟 県 国立大学法人 新潟大学医歯学総合病院 新潟市中央区旭町通一番町754番地

富 山 県
富山県立中央病院 富山市西長江2-2-78

市立砺波総合病院 砺波市新富町1-61

石 県 国立大学法人 金沢大学附属病院 金沢市宝町¬3-¬

福 井 県 社会福祉法人恩賜財団 福井県済生会病院 福井市和田中町舟橋7-1
山 梨 県 国立大学法人 山梨大学医学部附属病院 中央市下河東¬コ10

長 野 県 国立大学法人 信州大学医学部附属病院 松本市旭3-1-1
岐 阜 県 国立大学法人 岐阜大学医学部附属病院 岐阜市柳戸1-¬

静 岡 県
順天堂大学医学部附属静岡病院 伊豆の国市長岡¬129

国立大学法人 浜松医科大学医学部附属病院 浜松市東区半田山1-20-1

愛 知 県

国立大学法人 名古屋大学医学部附属病院 名古屋市昭和区鶴舞町65

名古屋市立大学病院 名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄 1

藤田保健衛生大学病院 豊明市沓掛町田楽ヶ窪1-98
愛知医科大学病院 愛知郡長久手町大字岩作字雁又21

三 重 県 国立大学法人 三重大学医学部附属病院 津市江戸橋2-174

滋 賀 県
国立大学法人 滋賀医科大学医学部附属病院 大津市瀬田月輪町

大津赤十字病院 大津市長等―丁目135

京 都 府
国立大学法人 京都大学医学部附属病院 京都市左京区聖護院川原町54

京都府立医科大学附属病院 京都市上京区河原町通広小路上る梶井町465

大 阪 府

関西医科大学附属滝井病院 守口市文園町 10番 15号

近畿大学医学部附属病院 大阪狭山市大野東377-2
国立大学法人 大阪大学医学者F附属病院 吹田市山田丘2番 15号

大阪市立大学医学部附属病院 大阪市阿倍野区旭町¬-5-7
大阪医科大学附属病院 高槻市大学町2番 7号

に

ヽ



肝疾患診療運 点 病 院 一 覧 (平成 23年 4月 1日 現在 )
都道府県名 施 設 名 所 在 地

兵 庫 県 兵庫医科大学病院 西宮市武庫川町 1番¬号

奈 良 県 公立大学法人奈良県立医科大学附属病院 橿原市四条町840

和歌 山県
独立行政法人国立病院機構 南和歌山医療センター 田辺市たきない町27-1
和歌山県立医科大学附属病院 和歌山市紀三井寺811-1

鳥 取 県 国立大学法人 鳥取大学医学部附属病院 米子市西町36番地 1

島 根 県 国立大学法人 島根大学医学部附属病院 出雲市塩治町89-1
岡 山 県 国立大学法人 岡山大学病院 岡山市鹿田町2-5-¬

広 島 県
国立大学法人 広島大学病院 広島市南区霞1-2-3
福山市民病院 福山市蔵王町5-23-1

山 口 県 国立大学法人 山口大学医学部附属病院 宇部市南小串1-¬ 一¬

徳 島 県 国立大学法人 徳島大学病院 徳島市蔵本町2-50-1

香 県
香川県立中央病院 高松市番町5-4-¬ 6

国立大学法人香川大学医学部附属病院 木田郡三木町大字池戸1750-1

愛 媛 県 国立大学法人 愛媛大学医学部附属病院 東温市志津川

高 知 県 国立大学法人 高知大学医学部附属病院 南国市岡豊町小蓮185-¬

福 岡 県 久留米大学病院 久留米市旭町67

佐 賀 県 国立大学法人 佐賀大学医学部附属病院 佐賀市鍋島5-1-1
長 崎 県 独立行政法人国立病院機構 長崎医療センター 長崎県大村市久原2丁 目100¬ -1

熊 本 県 国立大学法人 熊本大学医学部附属病院 熊本市本荘1-1-1
大 分 県 国立大学法人 大分大学医学部附属病院 由布市挟問町医大ヶ丘¬-1

宮 崎 県 国立大学法人 宮崎大学医学部附属病院 宮崎郡清武町大字木原5200番地

鹿児島県 国立大学法人 鹿児島大学病院 鹿児島市桜ヶ丘8-35-1
沖 縄 県 国立大学法人 琉球大学医学部附l14病院 中頭郡西原町字上原207番地

計 47都道府県 70施設

6ご



平成23年度肝炎等克服緊急対策研究事業
採択課題一覧

篠
唯

研究代表者 所属施設 職名 研究課題名

茶山 一彰 広島大学医歯薬学総合研究科 教授 創薬と新規治療法開発に資するヒト肝細胞キメラマウスを用いた肝炎ウイ
ルス制御に関する研究

上本 伸二 京都大学医学研究科 教授 肝移植後C型肝炎に対する治療法の標準化を目指した臨床的ならびに基
礎的研究

前原 喜彦 九州大学医学研究院 教授 ゲノムワイド関連解析を用いた革新的な肝移植後肝炎ウイルス再感染予
防口治療法の確立

森脇 久隆 岐阜大学大学院医学系研究科 教授 ウイルス性肝疾患患者の食事口運動療法とアウトカム評価に関する研究

徳永 勝士 東京大学大学院医学系研究科
人類遺伝学分野

教授 B型肝炎ウイルス感染の病態別における宿主因子等について、網羅的な
遺伝子解析を用い、新規診断法及び治療法の開発を行う研究

伊藤 昌彦 浜松医科大学 医学部 助教 慢性C型肝炎患者由来HCV株感受性正常肝細胞による病原性発現機構
の解明および薬剤評価系の構築

紙谷 聡英 東京大学医科学研究所 助教 免疫機能を保持したヒト月干細胞キメラマウスによる'慢性肝炎モデル作出

楠本 茂 名古屋市立大学大学院医学研

究科腫瘍口免疫内科学

講師 リツキシマブ併用悪性リンパ腫治療中のB型肝炎ウイルス再活性化への

標準的対策法の確立及びリスク因子の解明に関する研究

渡士 幸― 国立感染症研究所ウイルス第
二部

主任研

究官

マイクロRNAを標的とした新規抗C型肝炎ウイルス治療戦略の開発

渡利 彰浩 大阪大学大学院研究科 助教 移植肝へのC型肝炎ウイルス再感染阻害法の確立

富澤 ―郎 国立感染症研究所 企画調

整主幹

肝炎等克服緊急対策研究事業の企画及び評価に関する研究



平成23年度肝炎等克服緊急対策研究事業
採択課題一覧

く
鑑

研究代表者 所属施設 職名 研究課題名

三田 英治 独立行政法人国立病院機構大

阪医療センター (臨床研究セ

ンター )

科長 B型慢性肝炎に対する新規逆転写酵素阻害剤テノホビルの有効性・安全
性に関する検討

熊田 博光 国家公務員共済組合連合会虎
の門病院

分院長 ウイルス性肝炎における最新の治療法の標準化を目指す研究

金子 周― 金沢大学 医学部 教授 ウイルス性肝疾患に対する分子標的治療創薬に関する研究

林 紀夫 独立行政法人労働者健康福祉

機構 関西労災病院

病院長 ウイルス性肝炎からの発がん及び肝がん再発の抑制に関する研究

田中 靖人 名古屋市立大学大学院 教授 ウイルス性肝炎に対する応答性を規定する宿主因子も含めた情報のデー
タベース構築・治療応用に関する研究

榎本 信幸 山梨大学大学院 教授 ウイルス性肝炎の病態に応じたウイルス側因子の解明と治療応用

脇田 隆字 国立感染症研究所

ウイルス第二部

部長 肝炎ウイルス感染複製増殖過程の解明と新規治療法開発に関する研究

下遠野 邦忠 千葉工業大学附属総合研究所 教授 肝炎ウイルスによる肝疾患発症の宿主要因と発症予防に関する研究

大段 秀樹 広島大学大学院 教授 自然免疫細胞リモデリングによるウイルス性肝炎の新規治療法の開発

松浦 善治 大阪大学微生物病研究所 教授 肝炎ウイルス感染における自然免疫応答の解析と新たな治療標的の探
索に関する研究

小原 道法 財団法人東京都医学研究機構
東京都臨床医学総合研究所

副参事
研究員

ウイルス性肝炎に対する治療ワクチンの開発に関する研究



平成23年度肝炎等克服緊急対策研究事業
採択課題一覧

、「
【一

研究代表者 所属施設 職名 研究課題名

田中 純子 広島大学大学院 教授 肝炎ウイルス感染状況口長期経過と予後調査及び治療導入対策に関する
研究

櫻井 文教 大阪大学大学院 教授 アデノウイルスベクターを利用したC型肝炎治療薬創製基盤技術の開発

鈴木 淳史 九州大学生体防御医学研究所 特任准
教授

肝炎による肝未分化細胞の発生とその発癌への影響に関する研究

玉井 恵― 宮城県立がんセンター研究所 副主任

研究員

小胞輸送ESCRT経路を利用したC型肝炎ウイルス排除

政木 隆博 国立感染症研究所

ウイルス第二部

主任研

究官

C型肝炎ウイルスの非構造蛋白5Aを標的とした新規治療法の開発に関す
る研究

吉岡 靖雄 大阪大学臨床医工学融合研究

教育センター
特任講
自T
画期的C型肝炎ウイルス阻害療法の確立を目指した核酸医薬送達ナノシ

ステムの開発

田中 榮司 信州大学 医学部 教授 B型肝炎の核酸アナログ薬治療における治療中止基準の作成と治療中
止を目指したインターフェロン治療の有用性に関する研究

持田 智 埼玉医科大学 教授 免疫抑制薬、抗悪性腫瘍薬によるB型肝炎ウイルス再活性化の実体解
明と対策法の確立

溝上 雅史 国立国際医療研究センター国

府台病院肝炎・免疫研究セン

ター

研究セ

ンター

長

B型肝炎のジェノタイプA型感染の慢性化など本邦における実態とその予
防に関する研究

鈴木 文孝 国家公務員共済組合連合会 虎
の門病院 肝臓センター

医長 C型肝炎における新規治療法に関する研究

竹原 徹郎 大阪大学大学院 准教授 C型肝炎難治症例の病態解明と抗ウイルス治療に関する研究



平成23年度肝炎等克服緊急対策研究事業
採択課題一覧

く
襲

研究代表者 所属施設 職名 研究課題名

金子奈穂子 公立大学法人名古屋市立大学

大学院医学研究科

助教 慢性C型肝炎のインターフェロン療法における幹細胞機能の変化とう
つ病発症に関する基礎・臨床連携研究

西口 修平 兵庫医科大学 教授 血小板低値例へのインターフェロン治療法の確立を目指した基礎およ
び臨床的研究

池田 ―雄 名古屋市立大学大学院 教授 日本人の細胞に由来するiPS細胞からの誘導ヒト肝細胞を用いたキメ
ラマウス肝炎モデル開発とその前臨床応用

堀田 博 法人神戸大学大学院 教授 肝炎ウイルスによる発がん機構の解明に関する研究

小池 和彦 東京大学医学部附属病院 教授 肝炎ウイルスと代謝・免疫系の相互作用に関する包括的研究

岡本 宏明 自治医科大学 教授 経口感染する肝炎ウイルス(A型・E型 )の感染防止、遺伝的多様性お
よび治療に関する研究

正木 尚彦 国立国際医療研究センター国

府台病院肝炎・免疫研究セン

ター

肝炎情報
センター

長

肝炎に関する全国規模のデータベース構築に関する研究

森島 恒雄 岡山大学大学院 教授 B型肝炎の母子感染および水平感染の把握とワクチン戦略の再構築
に関する研究

坂井田 功 山口大学大学院 教授 骨髄および脂肪由来細胞を用いた次世代型肝臓再生・修復 (抗線維
化)療法の開発研究

本多 政夫 金沢大学 教授 肝がんの新規治療法に関する研究

阿音F康弘 独立行政法人医薬基盤研究所 プロジェク
ト研究員

膜蛋白質発現系を利用したC型肝炎ウイルス感染受容体の生化学
的・疫学的解析及び感染阻害剤の開発



平成23年度難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業 (月干炎関係研究分野)
採択課題一覧

く
に

研究代表者 所属施設 職 名 研究課題名

四柳 宏 東京大学医学部 感染症内科 准教授 集団生活の場における肝炎ウイルス感染予防ガイドラインの作成のため
の研究

八橋 弘 国立病院機構長崎医療セン
ター 臨床研究センター

部長 病態別の患者の実態把握のための調査および肝炎患者の病態に即した
相談に対応できる相談員育成のための研修プログラム策定に関する研究

泉 並木 武蔵野赤十字病院 ,肖化器内

科

副院長 慢性肝炎口月干硬変口肝癌の病態解明と各病態および都市形態別で求めら
れる医療を考慮したクリティカルパスモデルの開発のための研究

龍岡 資晃 学習院大学 法科大学院 教授 肝炎ウイルス感染者に対する偏見や差別の実態を把握し、その被害の防
止のためのガイドラインを作成するための研究

渡辺 哲 東海大学医学部 教授 職域における慢性ウイルス性肝炎患者の実態調査とそれに基づく望まし
い配慮の在り方に関する研究

相崎 英樹 国立感染症研究所 ウイルス第
二部

室長 慢性ウイルス性肝疾患患者の情報収集の在り方等に関する研究

田中 英夫 愛知県がんセンター研究所 疫

学・予防部

室長 肝炎対策の状況を踏まえたウイルス性肝疾患患者数の動向予測に関す
る研究

平尾 智広 香川大学 医学部公衆衛生学 教授 ウイルス性肝疾患に係る各種対策の医療経済評価に関する研究

田尻 仁 大阪府立急性期口総合医療セン

ター Jヽ児科

部長 小児期のウイルス性肝炎に対する治療法の標準化に関する研究

工藤 正俊 近畿大学 医学部 教授 慢性ウイルス性肝疾患の非侵襲的線化評価法の開発と臨床的有用性の
確立

成松 久 独立行政法人産業技術総合研

究所 糖鎖医工学研究センター

セン

ター長
肝疾患病態指標血清マーカーの開発と迅速、簡便かつ安価な測定法の

実用化
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B型肝炎訴訟の経緯について
【先行訴訟 】

○ 平成元年、B型肝炎患者ら5名が、集団予防接種における注射器連続使用によってB型肝炎
ウイルスに感染したとして、国を提訴。

○ 平成12年一審判決では、国側勝訴。平成16年高裁判決では、国側一部敗訴。
○ 平成18年 6月 、最高裁判決により国の損害賠償責任が認められ、1人あたり550万円(慰謝
料500万円+弁護士費用50万円)を支払つた。

【現在係争中の訴訟 】

○ 平成20年 3月 以降、先行訴訟の原告と同様の状況にあるとして、全国10地裁で727名が
国を提訴中。 ※ 原告数は、報道情報含む

○ 平成22年 3月 12日 (本L幌地裁)に、和解協議に入れるか否かについて検討を求められ、
5月 14日 (札幌地裁)に、裁判所の仲介の下で和解協議の席に着く旨を表明。

○ 平成23年 1月 11日及び4月 19日 に、札幌地裁から和解の考え方 (所見)が提示され、それぞ
れについて原告側、政府側双方が受け入れを表明済み。

○ 平成23年 6月 28日 に、「基本合意書」の締結及び「政府基本方針」の表明

○ 平成23年7月 29日 に、「B型肝炎訴訟の全体解決の枠組みに関する基本方針」を閣議決定
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B型肝炎訴訟の「基本合意書」の概要等について

項 目 基本合意書の概要

証
明
方
法

集団予防接種を受けた
こと

○ 母子健康手帳や予防接種台帳、接種痕により確認。
○ これらの証拠が提出できない場合は、提出可能な資料、さらに医療記録等の資料を
総合した個別判断による。

父子感染・

ジェノタイプ
父親の血液検査結果等、B型肝炎ウィルスのジェノタイプの検査結果を提出する。
※ 予防接種による感染が認められた原告の検査費用は国が負担

和
解
金
額

死 亡・ 肝 がん・

肝師 夢 (重唐 )
3,600万円

肝硬変 (軽度 ) 2,500万 円

慢性肝炎 1,250万 円

無症候性キャリア 600万 円

除斥期間

(20年 )を
経過した者の取扱

い

(政策対応 )

慢性肝炎
政策対応として、
○ 現在も慢性肝炎の状態にある者等 300万円
○ 現在は治癒している者 150万円

無症候性
キヤリア

以下の対応 (最大242万円相当)
○ 政策対応として、原告の請求により、以下の費用を各年毎に支払う
・ 定期検査費用 (年4回まで)等
・ 定期検査に係る交通費等として、1回 当たり1.5万円(年 2回まで)
○ 上記に加え、過去の定期検査等の費用として50万円(一括払)

※

※

上記のほか、弁護士費用を別途加算。
既に提訴している原告については、団体加算金として5億円を加算



当面必要な費用と将来分の費用について

(患者、無症候性キャリアとも提訴率100%の場合)

ヽ t

総額 最大約3.2兆円

※ 上記に加え、弁護士費用 (約 300億円)、 塩基配列等検査費用 (約 100億円)、 団体加算金 (5億円)が別途加算される

当面 (5年程度 ) 将来分 (25年程度 )

現在の患者分等の費用

(除斥期間を経過した慢性肝炎
患者を含む)

0.6兆円 (4.5万人程度)

1.5兆円
病状進行者分の費用
(見込み)

0.2兆円 (1万人程度 )

無症候性キャリア
分の費用

一括金

(50万 円 )
0.2兆円 (40万人程度)

定期検査費・

交通費等
0.1ジじ円 0.6ソL円

計 1. 1ソじFЧ 2.1リヒ円



基 本 合 意 書

集団予防接種等 (予防接種及びツベルクリン反応検査)の実施に際し,注射器等 (注射針

及び注射筒等。以下同じ)の連続使用が行われたことにより,多数の被接種者にB型肝炎

ウイルス感染の危険が生じ,国がその被害の発生 。拡大を防止 しなかったことにより,

数十万人 とも推計される方々に感染被害が生 じた。これにより,感染被害者及びその遺

族の方々は,長期にわたり,肉体的,精神的苦痛を強いられている。また,感染による

偏見・差別を受けた り,経済的負担を余儀なくされている方々も多数いる。

この感染被害について,国が損害賠償責任を負 うべき場合のあることは,最高裁判所

平成 18年 6月 16日 第二小法廷判決によって明らかにされているところであ り,多 く
の感染被害者及びその遺族の方々は,こ の判決を受けて国が広く救済措置を講ずること

を期待 していたが,国は,こ の判決は, 5名 の被害者に係るものであり,必ず しも全て

の事案を解決する一般的な基準とはならないと考えた。このため,感染被害者及びその

遺族の方々に対する救済措置が講 じられなかったことから,全国の感染被害者及びその

遺族が,紛争の全体的解決を求めて新たに国家賠償請求訴訟を提訴 し,現在,全国 10

地裁に別紙訴訟事件 目録 (1)及び (2)記載の各訴訟事件が係属 している。

上記各訴訟事件については,平成 22年 5月 以降,裁判所の仲介の下,和解による解
決へ向けた協議が進められてきたが,平成 23年 1月 11日 及び同年 4月 19日 に札幌
地方裁判所か ら所見 (「基本合意書 (案 )」 )が提示され,当 事者双方は,本件を早期

かつ全体的に解決する観点から,これ らをいずれ も受諾 した。

こうした経緯を踏まえ,上記各訴訟事件に係る全国 B型肝炎訴訟原告団 。同弁護団と

国 (厚生労饉l大臣)は ,同訴訟事件及び今後係属することのある同種訴訟に係る紛争を

和解により解決するべく,そのための基本的事項につき,以下のとお り合意する。

第 1 責任 と謝罪

国 (厚生労働大臣)は ,集団予防接種等の際の注射器等の連続使用により,B型 肝
炎ウイルスに感染 した被害者の方々に甚大な被害を生じさせ,その被害の拡大を防

止 しなかったことについての責任を認め,感染被害者及びその遺族の方々に心から

謝罪する。

、こ

・

プ

ー



第 2 和解の手続・内容等

1 当事者双方は,資料の提出については,別紙 「基本合意書 (案 )」 第 1記載のと
おりとすることを合意する。

2 当事者双方は,和解の手続については,別紙 「基本合意書 (案)」 第 2記載のと
おりとすることを合意する。

3 当事者双方は,和解の内容については,別紙 「基本合意書 (案 )」 第 3記載のと
おりとすることを合意する。

第 3 後続訴訟の扱い

当事者双方は,後続訴訟 (平成 23年 1月 12日 以降に提起された同種訴訟)に

おける和解については,別紙 「基本合意書 (案)」 第 4記載のとお りとすることを

合意する。

第 4 和解に当たつてのその他の留意事項
1 当事者双方は,別紙 「基本合意書 (案 )」 の解釈・運用について疑義が生 じた場
合には,札幌地方裁判所が平成 23年 1月 11日 及び同年 4月 19日 に提示した各
「基本合意書 (案 )についての説明」の記載を十分尊重するものとする。

2 当事者双方は,本基本合意書に基づき,適正・迅速に和解手続が進行できるよう      |
努力する。

3 国 (厚生労 l」ll省)は:本基本合意書に基づく和解の手続・内容等につき,広 く国
民に周知を図るものとす る。

第 5 恒久対策等

1 国 (厚生労 llflll省 )は,本件感染被害者を含む肝炎患者等が,不 当な偏見・差別を

受けることなく安心して暮 らせるよう啓発・広報に努めるとともに,肝炎ウイルス

検査の一層の推進 ,肝炎医療の提供体制の整備,肝炎医療に係 る研究の推進,医療

費助成等必要な施策を講ずるよう,引 き続き努めるものとする。

2 国 (厚生労 llflll省 )は,集団予防接種等の際の注射器等のi_t続使用によるB型肝炎
ウイルスヘの感染被害の真相究明及び検証を第二者機関において行 うとともに,再

発防止策の実施に最善の努力を行 うことを約する。

，ヽ

ヽ
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3 国 (厚生労働省)は,上記 1及び 2の施策の検討に当たり,「肝炎対策の推進に関

する基本的な指針」についての今後の見直 しや再発防止策の策定等により,これ らの

施策の目的の達成について目処が立つまでの間,原告の意見が肝炎対策推進協議会等

に適切に付されるよう,原告団・弁護団と協議 。調整する場を設定する。

平成 23年 6月 28日

全国B型肝炎訴訟原告団

代表

全国B型肝炎訴訟弁護団

代表

厚生労働大臣
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偶J紙)  訴訟事件目録 (1)
(先行訴訟 :平成23年 1月 1可 日以前に提起された訴訟)

裁判所 事件番号

1 静岡地裁 平成 19年 (ワ )  第374号    (1次 )

2 静岡地裁 平成20年 (ワ )  第1100号    (2次 )

3 静岡地裁 平成20年 (ワ )  第1918号    (3次 )

4 静岡地裁 平成21年 (ワ )  第872号    (4次 )

5 静岡地裁 平成22年 (ワ )  第773号    (5次 )

6 静同地裁 平成22年 (ワ )  第1110号    (6次 )

7 本L幌地裁 平成20年 (ワ )  第809号    (1次 )

札幌地裁 平成20年 (ワ )  第1455号    (2次 )

9 本し幌地裁 平成20年 (ワ )  第2173号    (3次 )

10 卜し幌地裁 平成20年 (ワ )  第2819号    (4次 )

11 本L幌地裁 平成20年 (ワ )  第3845号    (5次 )

12 札IFt地裁 平成21年 (フ )  第
“

l号    (6次 )

13 本L幌地裁 平成21年 (ワ )  ,Ii1919号    (7次 )

14 本L幌地裁 平成21年 (ワ )  第3295号    (8次 )

15 札幌地裁 平成21年 (ワ )  第4169号   (9次 )

16 札幌地裁 平成22年 (ワ )  第943号   (10次 )

17 札幌地裁 平成22年 (ワ )  すil1791号    (11次 )

18 本L幌地裁 平成22年 (ワ )  ■2583号   (12次 )

19 本L ll地裁 平成22年 (フ )  ,■ 3654号    (13次 )

20 It取地裁 平成20年 (ワ )  11249号    (1次 )

21 Iし取地裁 平成20年 (ワ )  ,I〕 341号    (2次 )

22 |レ取地裁 平成21年 (フ )  I」 246号    (3次 )

し取地 故 平成22年 (ワ )  ,I〕 181号    (4次 )

24 福岡地裁 平成20年 (ワ )  第1978号    (1次 )

25 福岡地裁 平成20年 (ワ )  1:2900号    (2次 )

福岡地

'1

平成20年 (ワ )  第4164号   (3次 )

27 福岡地裁 平成20年 (ワ )  J「j5102号    (4次 )

福岡地裁 平成21年 (ワ )  サIll 152号    (5次 )

福岡地裁 平成21年 (ワ )  第2728号   (6次 )

福岡地裁 平成21年 (ワ )  サiし 4662号   (7次 )

31 福岡地裁 平成21年 (ワ )  第5876号    (8次 )

福岡地裁 平成22年 (ワ )  第1425号    (9次 )

福岡地裁 平成22年 (ワ )  第2654号   (10次 )

福岡地裁 平成22年 (ワ )  第3809号   (11次 )

35 福岡地裁 平成22年 (ワ )  第4812号   (12次 )

福岡地裁 平成22年 (ワ )  第5450号   (13次 )

37 広島地裁 平成20年 (フ )  第943号    (1次 )

広島地裁 平成20年 (ワ )  第1379号    (2次 )

広島地裁 平成20年 (ワ )  第1698号    (3次 )

広島地裁 平成20年 (ワ )  第1829号    (4次 )

41 広島地裁 平成20年 (ワ )  第2456号    (5次 )

広島地裁 平成21年 (ワ )  第619号    (6次 )

8k



鰯J紙)  訴訟事件目録 (1)
(先行訴訟 :平成 23年 1月 1¬ 日以前に提起された訴訟)

82

社判りf 事件番号

広島地裁 平成21年 (ワ )  第1360号   (7次 )

広島地裁 平成21年 (ワ )  第2847号   (8次 )

広島地裁 平成22年 (ワ )  第563号    (9次 )

広島地裁 平成22年 (ワ )  第1141号   (10次 )

47 広島地裁 平成22年 (ワ )  第1664号    (11次 )

広島地裁 平成22年 (ワ )  第2376号   (12次 )

49 広島地裁 平成22年 (ワ )  第2691号   (13次 )

50 大阪地裁 平成20年 (ワ )  第9760号    (1次 )

51 大阪地裁 平成20年 (ワ )  イ:13053号    υ次)

52 大阪地裁 平成20年 (ワ )  第16941号   (3次 )

53 大阪地裁 平成21年 (ワ )  第3459号    (4次 )

54 大阪地裁 平成21年 (ワ )  第8666号   (5次 )

55 大阪地裁 平成21年 (ワ )  第15109号   (6次 )

56 大阪地裁 平成21年 (ワ )  if,19137号   (7次 )

57 大阪地及 平成22年 (ワ )  ■4303号   (8次 )

58 大阪地裁 平成22年 (ワ )  :千 ,4873号    (9次 )

59 大阪地ル 平成22年 (フ )  lij7843号    (10次 )

60 大阪地裁 平成22年 (ワ )  :イ ,9165号   (11次 )

61 大阪地裁 平成22年 (ワ )  第11257号   (12次 )

62 大阪地ル 平成22年 (ワ )  サ115318号   (13次 )

63 大阪地 よ 平成22年 (ワ )  ifj15853号   (14次 )

64 中京 l山′1 平成20年 (ワ )  11)21040号   (1次 )

65 中京地 裁 平成20年 (ワ )  ifじ 27446号    (2次 )

66 IL京地裁 平成20年 (ワ )  ,iし 37671号   (3次 )

67 11勇マi也 ′t 平成21年 (ワ )  I)8130号   (4次 )

68 中京地 ′l 平成21年 (ワ )  :1:20216号    (5次 )

69 中京地裁 平成21年 (ワ )  第35124号   (6次 )

70 IL京地μ 平成21年 (ワ )  第44836号   (7次 )

71 11京地裁 平成22年 (ワ )  II)10752号    (8次 )

1、京地裁 平成22年 (フ )  第20316号   (9次 )

3 りlt京地 裁 平成22年 (ワ )  第29857号   (10次 )

4 東京地裁 平成22年 (ワ )  第39844号   (11次 )

75 11京地裁 平成22年 (ワ )  第41875号   (12次 )

76 松 江地 裁 平成20年 (ワ )  第324号   (1次 )

77 松江 J‖ 1裁 平成20年 (ワ )   第434号   (2次 )

78 松江地ル 平成21年 (ワ )   I180号    (3次 )

79 松江地′1 平成22年 (ワ )  ,「J479号    (4次 )

新潟地裁 平成20年 (ワ )  第1050号   (1次 )

81 新潟地裁 平成21年 (ワ )  第234号   (2次 )

82 新潟地裁 平成21年 (フ )  第1190号    (3次 )

83 新潟地裁 平成22年 (フ )  第250号   (4次 )

84 新il)地裁 平成22年 (ワ )  第251号   (5次 )



(男 1紙)  訴訟事件目録  (1)
(先行訴訟 :平成23年 ¬月 1¬ 日以前に提起された訴訟)

ll判所 事件■号

85 新潟地裁 平成22年 (ワ )   第464号    (6次 )

86 新潟地裁 平成22年 (ワ )   第675号    (7次 )

87 新潟地裁 平成22年 (ワ )  第940号    (8次 )

金沢地裁 平成21年 (ワ )   第356号   (1次 )

89 金沢地裁 平成22年 (ワ )  第201号    (2次 )

金沢地裁 平成22年 (ワ )  第390号    (3次 )

91 金沢地裁 平成22年 (ワ )  第574号    (4次 )

92 金沢地裁 平成22年 (ワ )  第794号    (5次 )
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偶J紙)  訴訟事件目録 (2)
(後続訴訟 :平成23年 ¬月 12日以降に提起された訴訟)

′女JHl,,;i= 事件番号

93 静岡地裁 平成23年 (ワ )  第117号    (7次 )

94 本L幌地裁 平成23年 (ワ )  第276号   (14次 )

札幌地裁 平成23年 (ワ )  第651号   (15次 )

札幌地裁 平成23年 (ワ )  第900号    (16次 )

97 福岡地裁 平成23年 (ワ )  第445号   (14次 )

大阪地裁 平成23年 (ワ )  第374号   (15次 )

大阪地裁 平成23年 (フ )  第1175号   (16次 )

100 大阪地裁 平成23年 (ワ )  第3045号   (17次 )

101 大阪地裁 平成23年 (フ )  第4278号   (18次 )

102 大阪地裁 平成23年 (ワ )  第6856号   (19次 )

103 東京地裁 平成23年 (フ )  第2834号   (13次 )

104 東京地裁 平成23年 (ワ )  第3952号   (14次 )

105 東京地裁 平成23年 (ワ )  第6489号   (15次 )

106 東京地裁 平成23年 (ワ )  第l1688号   (16次 )

107 中京 地裁 平成23年 (ワ )  第17587号   (17次 )

108 新潟地裁 平成23年 (ワ )   デル163号    (9次 )

109 新潟地裁 平成23年 (ワ )  第281号   (10次 )

110 新潟地裁 平成23年 (ワ )  イ:427号    (ll次 )

111 金沢 地 ハ 平成23年 (ワ )   第45号    (6次 )
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別 紙

基本合意書 (案 )

全国B型肝炎訴訟原告団 。同弁護団と国 (厚生労働大臣)は,現在係属中のいわゆるB
型肝炎訴訟及び今後係属することのある同種訴訟に係る紛争を,和解により解決するべく,
そのための基本的事項につき,以下のとおり合意する。

第 1 資料の提出
1 原告ら (後記 2の原告らを除く。)は,既に書証のため提出してある場合を除き,
速やかに,以下の資料を提出する。
(1)当該原告 (B型肝炎ウイルスの持続感染後に死亡した者の相続人を当事者とする
事案にあっては,その死亡者。以下同じ。)カミB型肝炎ウイリレスに持統感染したこ
とを証する血液検査結果の原データ

(2)当該原告が満 7歳になるまでに集団予防接種等 (予防接種及びツベリレクリン反応
検査)を受けたことを証する以下の資料
① 母子健康手帳の原本がある場合のその原本 (全ページ)
② ①を提出することができない場合 (母子健康手帳のコピーがぁっても,その原
本がない場合を含む),被告の調査により予防接種台帳の保存が確認された市区
町村に居住肝のある (ある時期の予防接種台帳のみの保存が確認された市区川J村
についてはその時lulにおける居住歴のある)当該原告にあっては,予防接稚台帳
のうち,当該原告に係る接租記録が記載された部分
③ ①及び②を提出することができない場合,以下の資料のうち,提出することが    ・
できるもの

i 母子健康手帳のコピーがある場合のそのコピー
li 接租の場所や時期等の具体的な接種状況及び母子健康手lllhを提出することの
できない事ll・Jを可ねLな限り説明した当該原告又は関係者作成の陳述苦
m 当該原告に種痘又はBCGの接種痕が残っていることを確認した医師の意見
「眸

市 当該原告の出生時から満 7歳になるまでの居住歴を確認することができる住
民票又は戸解:の附票の写し

v 被告の調査により予防接租台帳の保存が確認された市区町村に居住歴のある
(ある時りUlの予防按種台帳のみの保存が確認された市区町村についてはその時

期における居住歴のある)当該原告にあっては,予防接種台帳に当該原告に係
る接利記録の記i賊がないことを証する市区‖r村発行の証明書

(3)以下の医療記録のうち現存するもの (ただし,看護記録1診療報酬明細及び紙媒
体にすることが容易でない写真。画像等を除く)

① 堺在診療 (肝疾患に13Qするものに限る)を受けている医療機関の医療記録のうち
提訴日から遡ること1年内のもの

② B型肝炎ウイルスの持統感染が判明した時以降1年分の医療記録
③ 肝炎発症者にあっては,その最初の発症時以降1年分の医療記録
④ 肝疾患による入院歴がある場合には,その入院中の全ての医療記録 (ただし,
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医師が退院時要約 (サマリー)を作成している場合の当該入院期間については,   .
その退院時要約 (サマリー)で足りる)
(4)母子感染による持続感染ではないことを証する以下の資料
① 当該原告の母親の血液検査結果の原データ
② 上記①の検査の被験者が当該原告の母親であることを示す当該原告又は母親の
戸籍又は除籍謄本

③ 母親が死亡している場合,その除籍謄本 (上記②により提出する場合,重ねて
提出することは要しない)

④ 当該原告の年長のきょうだいの血液検査結果の原データ及びその検査の被験者      
‐

が当該原告の年長のきょうだいでぁることを示す当該原告又は年長のきょうだい
の戸籍又は除籍lrF本 (ただし,母親が死亡しかつ母親の血液検査結果の原データ
が残存していない場合に限る)

(5)当該原告がB型肝炎ウイルスに由来する肝がん,肝硬変又は慢性肝炎を発症した
場合は,その発症 (肝硬変の場合はその Child‐ Pugh分類上のグレードを含む)を
証する血液検査結果,病理組織検査その他の検査の原データを含む医療記録 (前記
(3)に より提出済みのものを除く)

2 集団予防接種等の際の注射器の使い回しによってB型肝炎ウイルスに持続感染した
母親からの母子感染により持統感染した旨 (以下「二次感染」という。)を主張する
原告らは,既に書証のため提出してある場合を除き,速やかに,以下の資料を提出す
る。

(1)当該原告とその母親の身分関係を証する当該原告又は当該母親の戸籍又は除斥謄
本

(2)当該母親に係る前記 1(1)(2)及 酬 4)の各資料

(3)以下の当該母親の医療記録のうち現存するもの (ただし,看護記録,診療報酬明
細及び紙媒体にすることが容易でない写Jt。 画像等を除く)

① B型肝炎ウイルスの持続感染が判明した時以降 1年分の医療記録
② 当該原告が出生する前後各 6か月分の医療記録 (当該原告の出生後については
肝疾患にlllする当該原告の医療記録を含む)

(4)当該原告に係る前記 1(11(3)及 び(5)の各資料   ・
(5)当該原告の持統感染が当該母親からの母子感染であることを証する①又は②の資
料 (ただし,前記(30の資料上,当該原告が出生直後にB型肝炎ウイルスに持統感
染したと認められる場合を除く)

① 当該原告及び当該母親の各B型肝炎ウイルスの塩基配列を比lllした検査結果
② 当該原告に係る後記 3(1)な いし(3)の各資料 (同 (1)の 「集団予防接種等とは異な
る原因」とあるのは「母子感染とは異なる原因」と読み替える)

3 被告から以下の資料の提出を求められた原告らは,その求めを受けた後速やかに,
同資料を提出する。

(1)被告が前記 1(3)又は 2(3)の医療記録の記i成から当該原告 (二次感染であることを
主張する原告らにあっては,当該原告の母親。以下,本珂 2)及び 3〕こおいて同じ。)
のB型肝炎ウイルスの持統感染について集団予防接種等とは異なる原因の存在がう
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かがわれるため,確認に必要であるとしてさらに提出を求めた医療記録
(2)父子感染による持続感染ではないことを証する以下の資料 (ただし,被告は,前
記 1(3)又は2(3)の医療記録の記載から当該原告の父親が持続感染者でないと認める
ときには, この資料の提出を求めない)

① 当該原告の父親の血液検査結果の原データ (ただし,当該原告の父親が生存し
ている場合又は当該原告の父親が死亡していてもその血液検査結果の原データが
残存している場合に限る)

② 当該原告の父親及び当該原告の各B型肝炎ウイルスの塩基配列を比較した検査
結果 (ただし,当該原告の父親がB型肝炎ウイルスの持続感染者であると判明し
た場合に限る)

③ 上記①又は②の検査の被験者が当該原告の父親であることを示す当該原告又は
その父親の戸籍又は除籍謄本

④ 当該原告の父親が死亡している場合,その除籍謄本 (上記③により提出する場
合,重ねて提出することは要しない)
(3)当該原告のB型肝炎ウイルスのジェノタイプ (遺伝子型。サブジェノタイプを含
む)の検査結果の原データ (ただし,被告は,前記 1(3)又は2(3)の医療記録の記i伐
からジェノタイプを確認することができ,又は当該原告が平成 7年以前に持続感染
したことを確認することができるときには,この資料の提出を求めない)
4 前記 2(5Юの検査結果の原データ又は3(20若 しくは②又は 3)の検査結果の原デー
タのいずれか又は全部を提出した原告らは,その検査費用を明らかにする医療機関等
発行の領収書を提出する。

5 原告らが前記 1ないし4の資料を提出するに当たっては,被告に対し,原資料の写
し (いわゆる自黒コピーで足りる)を 1通提出し,被告からの求めがあったときには,
資料の原本を提示する。

また,原告らは,必要に応じて,前記 1ないし4の資料の写しを,書証番号を記1此
した上,裁判所及び被告に各 1通提出する。ただし,その際,前記 1(3ヽ  2(3)及 び3
(1)の医療記録については,裁判所からの求めがない限り,訳文の添付を要しない。
その他,裁判所から和解のために必要な資料の提出を求められた原告らは,その求
めを受けた後速やかに,同資料を提出する。

第2 和解の手続
1 原被告は,当該原告 (後記2の当該原告を除く。)につき,以下の(1)か ら(5}までの
事由がある場合には,特段の事情のない限り,当該原告が集団予防接種等の際の注射
器の使い回しによってB型肝炎ウイルスに持続感染する等の被害を受けたものとし,
後記 3により認定されるその病態の区分等に応じ,後述する内容での裁判上の和解を
するものとする。

(1}B型肝炎ウイルスの持統感染
以下のいずれかの場合であること。

① 前記第 1の 1(1)の資料上,ある時点において,以下の iないしmのいずれかの
検査結果が認められ,かつ,当該時点の後 6か月以上をおいた別の時点において,
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以下の iないしШのいずれかの検査結果が認められる場合。ただし,上記の2つ
の時点の間隔が相当長期であり,又は両時点の間に持続感染でないことを疑わせ
る検査結果があるなどの特段の事情のある場合を除く。

i HBs抗 原陽性
ii HBV一 DNA陽性
m HBe抗 原陽性
② 前記第 1の 1(1}の資料上,HBc抗 体陽性 (高力価。ただし,こ の高力価とは,
原検体検査 (CLIA法)についてはs/coが 10以上である場合をいい, 2
00倍希釈検査 (RIA法 ,EIA法 )については当該検査における基準 (同基
準がない場合にあっては,当該検査の時期に照らした一般的な基準)に従って個
別判断する。)の検査結果が認められる場合。

③ ①及び②のほか,医学的知見を踏まえた個別判断により,B型肝炎ウイルスの
持統感染が認められる場合。

(2)満 7歳になるまでの集団予防接種等
以下のいずれかの場合であること。

① 前記第 1の 1(2)の資料上,以下の iないし血のいずれかの事実が認められる場
合。ただし,Шについては,前記第 1の 1(20及び②の資料を提出することがで
きない場合に限る。

i 母子健康手帳に当該原告が満 7歳になるまでに集団予防接種等を受けたこと
を示す記載があること。

ii 予防接種台帳に当該原告が満 7歳になるまでに集団予防接種等を受けたこと
を示す記録があること。

li 当該原告又は関係者の陳述誉等により,具体的な接種状況及び母子健康手帳
を提出することのできない事情が可能な限り合理的に説明され,当該原告に種
痘又はBCGの接7_i痕があるとする医師の意見1卜があり,当該原告の出生時か
ら満 7歳になるまでの居住歴を確認することができる住民票又は戸籍の附票の
写しがあり,かつ,被告の調査により予防接種台帳の保存が確認された市区町
村に居住歴のある (ある時期の予防接種台帳のみの保存が確認された市区町村

についてはその時期における居住歴のある)当該原告にあっては,予防接租台
帳に当該原告に係る接種記録の記載がないことを証する市区町村発行の証明書

があること。

② ①のほか,前記第 1の 1(20の資料のうち提出可能な陳述書その他の資料,さ
らに医療記録等の資料を総合した個別判断により,満 7歳になるまでに集団予防
接種等を受けた事実が認められる場合。この点について,裁判所から,上記資料
等に基づく所見が示されたときには,原被告はこれを最大限尊重する。
(3)集団予防接種等における注射器の連続使用

以下のいずれかの場合であること。

① 前記(鋤Э i又は五の場合であって,昭和23年 7月 1日 (予防接種法の施行日)
から昭和 63年 1月 27日 (同 日付けの厚生省保健医療局結核難病感染症課長及
び感染症対策室長の「予防接種等の接種器具の取扱いについて」と題する通達の
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発出日)までの間に当該集団予防接種等がされている場合.
② 前記(2ЮШ又は②の場合であって,当該原告が昭和 16年 7月 2日 から昭和 6
3年 1月 27日 までに出生した場合.
(4)母子感染でないこと

以下のいずれかの場合であること.

① 以下の iないし■のいずれかの事実が認められる場合。ただし, ii及びШにつ
いては,当該原告の母親が死亡している場合に限る。
i 前記第 1の 1(4Юの資料上,母親のHBs抗原陰性かつHBc抗体陰性 (又
は低力価陽性)の検査結果があること。
ii 前記第 1の 1(40の資料 (ただし, 80歳未満の時点のものに限る。)上 ,

母親のHBs抗原陰性の検査結果があること。
m 年長のきょうだいのうち一人でも持続感染者でない者がいること。
② ①のほか,医学的知見を踏まえた個別判断により,母子感染によるものではな
いことが認められる場合。

(5)その他集団予防接種等以外の感染原因がないこと

以下のいずれかの場合であること.

① 以下の iないしШのいずれの事実もない場合.
1 前記第 1の 1(3)及び 3(1)の資料中に,B型肝炎ウイルスの持続感染について
集団予防接種等とは異なる原因の存在をうかがわせる具体的な資料のあること。
ii 前記第 1の 1(3)及び 3(1)又は 3(2Юの資料上,当該原告の父親がB型肝炎ウ
イルスの持統感染者であり,かつ,同②の資料上,当該原告のB型肝炎ウイル
スの塩基配列が父親のそれと同定されること。

Ш 前記第 1の 1(3)及び 3(1)又は 3(3)の資料上,当該原告のB型肝炎ウイルスの
ジェノタイプがAe型であること。

② ①のほか,医学的知見を路まえた個別判断により,集団予防接種等以外のB型
肝炎ウイルスヘの持統感染の原因が見当たらないと認められる場合。

2 原被告は,二次感染を主張する原告ら及びその母親につき,以下の(1)か ら(3)までの
事由がある場合には,特段の事情のない限り,当該原告が集団予防接種等の際の注射
器の使い回しによってB型肝炎ウイルスに持統感染した当該母親からの母子感染によ
りB型肝炎ウイルスに持続感染する等の被害を受けたものとし,後記 3により認定さ
れるその病態の区分等に応じ,後述する内容での裁判上の和解をするものとする。
(1),集団予防接租等による当該母親の持統感染

当該母親につき,前記 1(1)な いし(5)の事由があること。
(2)当該原告の持続感染

当該原告につき,前記 1(1)の事由があること。
(3)母子感染であること

以下のいずれかの場合であること。

① 前記第 1の 2(3)②の資料上,当該原告が出生直後にB型肝炎ウイルスに持続感
染したと認められること。

② 前記第 1の 2(50の資料上,当該原告のB型肝炎ウイルスの塩基配列が当該母
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親のそれと同定されること。                   '
③ 以下の iないしШの事実があること。
i 前記第 1の 2(2)及び 3)の各資料上,当該原告の出生前に当該母親の感染力が
弱かったこと (HBe抗原が陰性であったこと)が確認されないこと。
ii 当該原告が昭和 60年 12月 31日 以前に出生していること。
血 以下の例ないしりのいずれの事実もないこと。
開 前記第 1の 2(2)ないし(4)及び 50の資料中に,B型肝炎ウイルスの持続感
染について母子感染とは異なる原因の存在をうかがわせる具体的な資料のあ
ること。

И 上記国の資料上,当該原告の父親がB型肝炎ウイルスの持続感染者であり,
かつ,当該原告のB型肝炎ウイルスの塩基配列が当該父親のそれと同定され
ること。

り 上記Иの資料上,当該原告のB型肝炎ウイルスのジェノタイプがAe型で
あること。

④ ①ないし③のほか,医学的知見を踏まえた個別判断により,当該原告の持続感
染が母親からの母子感染によるものと認められること。

3 前記 1及び 2により和解をする場合の当該原告の病態の区分は,以下のとおりとす
る。このうち,肝がん,肝凛変 (重度・軽度),慢性肝炎とB型肝炎ウイルス感染と
の関係及び各病態については,カルテや各種検査結果 (原データ)等の医療記録に基
づき,医学的知見を踏まえて総合的に判断する。
(1)死亡

医療記録に基づく医学的知見を踏まえた総合的な判断により,当該原告の死亡が
B型肝炎ウイルスの持統感染と相当因果関係があると認められる場合。
(2)肝がん

前記第 1の 1(3)及 45)の資料上,以下のいずれかの事実があった場合。
① 病理組織検査が実施され,原発性肝がんと診断されていること。
② 病理組織検査を実施していない場合には,医師の診断書 (原発性肝がんに矛盾
のない臨床経過)に加え,診断を裏付ける診療録,画像検査報告早}及び血液検査
報告書等により,総合的に原発性肝がんと認められること。
(3)肝硬変 (重度)

前記第1の 1(3)及 45)の資料上,以下のいずれかの事実があり,かつ,別表1の

①又は②のいずれかが認められる場合。

① 病理組織検査が実施され,肝硬変と診断されていること。
② 病理組織検査を実施していない場合には,医師の診断1:(肝硬変に矛盾のない
臨床経過等の記載)に加え,診断を裏付ける診療録,画像検査報告普及び血液検
査報告書等により,総合的に肝硬変と認められること。

(4)肝硬変 (軽度)

前記第 1の 1(3)及び 5)の資料上,前記(3Ю又は②のいずれかの事実があった場合。
ただし,前記(1)ないし(3)の いずれかに該当する場合を除く。
(5)慢性肝炎           :
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前記第 1の 1(3)及び 5)の資料上,ある時点において,B型肝炎ウイルス感染に起
因するALT(GPT)値 の異常 (当該血液検査結果票に記載された基準値との比
較による。)が認められ,かつ,当該時点の後 6か月以上をおいた別の時点におい
て,B型肝炎ウイルス感染に起因するALT(GPT)値 の異常 (当該血液検査結
果票に記載された基準値との比較による。)が認められる場合。ただし,前記(1な
いし(4)のいずれかに該当する場合,及び,上記の2つの時点の間隔が相当長期であ
り,又は両時点の間に異常値の継続を疑わせる検査結果があるなどの特段の事情の
ある場合を除く。

(6)無症候性キャリア

前記(1)ないし(5)のいずれにも該当しない場合。

4 以上のほか,原告らと被告は,案件毎の個別具体的な資料に基づいて,当該原告が
集団予防接種等の際の注射器の使い回しによってB型肝炎ウイルスに持続感染し,又
はその持統感染をした母親からの母子感染によりB型肝炎ウイルスに持続感染する等
の被害を受けたと認められる場合においては,医学的知見を踏まえて,以上に準じた
和解をすべく誠実に協議するものとする。

第3 和解の内容
1 病態等の区分に応じた和解金の支払
(1)被告は,下表左欄の当該原告の病態等の区分に応じ,当該原告又はその相続人で
ある原告らに対し,同表右IIIIの和解金 (当該原告の相続人らを原告らとする・

~■

案に
あつては,当該原告に係る和解金を原告らの相続分により按分した金額。以下同じ。)
を支払うものとする。

① 死亡,肝がん又は肝硬変 (重度) 3600万 円

② 肝硬変 (軽度) 2500万 円

③ 慢性肝炎 (④又は⑤に該当する者を除く) 1250万 円

④ 慢性肝炎 (発症後提訴までに20年を経過したと認め
られる者のうち,現に治療を受けている者等)

300万 円

⑤ 慢性肝炎 (発症後提訴までに20年を経過したと認め
られる者のうち,④に該当しない者)

150万 円

⑥ 無症候性キャリア (⑦に該当する者を除く) 600万 円

⑦ 無症候性キャリア (一次感染者又は出生後提訴までに
20年を経過した二次感染者)

50万 円
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{2)前記 1)の表の④及び⑤の「発症後提訴までに20年を経過したと認められる者」
につき,発症の時期は,カルテや各種検査結果 (原データ)等の医療記録に基づき,

医学的知見を踏まえて総合的に判断する。

(3)前記(1)の表の④の「現に治療を受けている者等」とは,以下の①又は②のいずれ
かの事由のある者をいう。

① 当該原告の訴訟提起の日から1年前の日以降の時点において,B型肝炎ウイル
ス感染に起因するALT(GPT)値 の異常 (当該血液検査結果票に記載された
基準値との比較による。)が認められ,かつ,当該時点の後 6か月以上をおいた
別の時点において,B型肝炎ウイルス感染に起因するALT(GPT)値 の異常
(当該血液検査結果票に記載された基準値との比較による。)が認められること。
ただし,上記の 2つの時点の間隔が相当長期であり,又は両時点の間に異常値の
継統を疑わせる検査結果があるなどの特段の事情のある場合を除く。
② 以下の iないしiiiのいずれかの事実が医療記録等から認められること。
i 天然型インターフェロンーα製剤等,効能・効果として「HBe抗原陽性で
かつDNAポ リメラーゼ陽性のB型慢性活動性肝炎のウイルス血症の改善」が
添付文書に記1父されている薬剤による治療歴があること。
ii 核酸アナログ製剤のうち,効能 。効果として「B型肝炎ウイルスの増殖を伴
い肝機能の異常が確認されたB型慢性肝疾患におけるB型肝炎ウィルスの増殖
抑制」が添付文書に記1此されている薬剤による治療歴があること。
面 免疫調整薬のうち,B型慢性肝炎の治療目的として,ステロィド (ステロィ
ドリバウンド療法)又はプロパゲルマニウムによる治療歴があること。

2 無症候性キャリアに対するその余の政策対応
被告は,前記 1(1)の表の⑦に該当する当該原告に対する政策対応として,当該原告
に対し,過去の定期検査等に要したであろう費用として,同表右llllの和解金 50万円
を支払うほか,和解成立後の定期検査等に係る以下の(1)な いし(4)の費用を,(5)の方法
により,支払うものとする。ただし,以下の費用について,社会保険の給付がある場
合には,自己負担分に限り,別途,公費により助成がされた場合には,当該助成され
た費用を除いた額とし,(1)な いし(3)の費用は,医科診療報酬点数表及び使用薬剤の薬
価 (薬価基準)によるものとする。
(1)当 該原告が慢性肝炎の発症を確認するため,別表 2に定める回数を限度として同
表に定める定期検査を受けた際の検査費用及び初 。再診料に係る費用

(2)当該原告が子を出産した場合にその子に対するB型肝炎ウイルスの母子感染を防
止するため,別表 3に定める回数を限度として同表に定めるワクチンの投与等及び
これに附帯する検査が行われた場合のその投与等及び検査費用並びに初 。再診料に

係る費用

(3)和解成立後に新たに当該原告の同居家族になった者 (前記(2)の子を除く)に対す
るB型肝炎ウイルス感染を防止するため,別表 4に定める回数を限度として同表に
定めるワクチンの投与及びこれに附帯する検査が行われた場合のその投与及び検査

費用

(4)前記(1)の定期検査を受けるための交通費その他の費用として,年 2回を限度とし
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て定期検査 1回につき 1万 5000円
(5)前記(1)な いし(4)の費用は,当該原告が一時的に費用を負担し,当該原告の請求に
より,被告が各年毎にその実費及び所定の交通費その他の費用を支払うものとする。
なお,当該原告は,上記請求に当たり,被告に対し,検査又はワクチンの投与等を
受けたことを証明する資料及びこれに係る医療機関等発行の領収書を提出し (ただ
し,交通費その他の費用に係る資料は提出を要しない。),各費用相当分を請求す
るものとする。

3 母子感染,父子感染及びジェノタイプに関する検査費用の支払
被告は,前記第 1の 2(5Юの検査結果の原データ又は3(2Ю若しくは②又は(3)の検
査結果の原データのいずれか又は全部を提出した場合であって,関係する原告らと和
解をするときには,同原告らに対し,前記第 1の 4の領収書に記載の検査費用を支払
うものとする。

4 弁護士費用相当額の支払
被告は,後記第4の今後係属する訴訟における和解に該当する場合を除き,原告ら
に対し,弁護士費用相当額として,前記 1の和解金に対する10%の割合による金員
を支払うものとする。

5 団体加算金
被告は,全国B型肝炎訴訟原告団 (代表者)に対し,既存訴訟に係る問題の解決の
ため, 5億円を支払う。

6 訴訟費用
訴訟費用は各自の負担とする。                      '

第4 今後係属する訴訟における和解
平成23年 1月 11日 (オLl晃地方裁判所が基本合意に向けての第 1次の所見を示し
た和解期日の日)よ りも後に訴えが提起されたB型肝炎訴訟における資料の提出,和
解の手続及び内容は,以下の 1ないし3を除き,前記第 1ないし第 3(第 3の 5を除
く。)と同様とする。   .
1 先行訴訟がある場合の後行訴訟における資料の提出
先行訴訟により和解をした当該原告が病態の進展等を理由とする後行訴訟を提起し

た場合における資料の提出については,後行訴訟の争点に応じて別途協議する。
2 病態の進展に伴う和解金の追加支払
(1)被告は,先行訴訟において,前記第 3の 1(1)の表の②,③又は⑥に該当するとし
てそれに応じて同表右棚の和解金の支払を受けた当該原告が,その後の症状の進展
により,前記第 2の 3におけるより上位の病態の区分に新たに該当することとなっ
たとして提起した後行訴訟において,その事由の立証があったときには,当該原告
に対し,新たな病態等の区分に応じた同表右欄の和解金と支払済みの和解金との差
額を支払うものとする。

(2)被告は,先行訴訟において,前記第 3の 1(1)の表の④,⑤又は⑦に該当するとし
てそれに応じて同表右棚の和解金の支払を受けた当該原告が,その後の症状の進展
により,前記第 2の 3におけるより上位の病態の区分に新たに該当することとなっ
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たとして提起した後行訴訟において,その事由の立証があったときには,当該原告
に対し,新たな病態等の区分に応じた同表右側の和解金を支払う。
3 弁護士費用相当額
支払われる和解金に対する4%の割合による金員とする。
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別表 1
肝硬変 (重度)に該当するか否かの判断基準

前記第 2の 3(3)の肝硬変 (重度)と認められるための事実は,以下のものとする。
.  ① ある時点における検査の結果,以下のChild― Pugh分類における合計点数が 10点以上

の状態にあると認められ,かつ,当該時点の後90日以上をおいた別の時点における検
査の結果,Child― Pugh分類における合計点数が 10点以上の状態にあると認められるこ
と。ただし,上記2つの時点の間にChild― Pugh分類における合計点数が 10点未満の状
態にあると認められる検査結果がある場合を除く。

② 肝臓移植を行ったこと。

Child― Pugh分類

1点 2点 3点
肝性脳症 な し 軽度 (I・ I) 昏睡 (Ⅲ以上)

腹水 な し 軽度 中程度以上
血清アルプミン値 3.5g/″超 2.8～3.5g/″ 2.8g/d′未満
プロトロンビン時間 70%超 40～70% 40%未満

血清総ビリルビン値 2.Omg/dθ未満 2.0～ 3.Omg/」 3.Omg/dθ超
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別表2

定期検査

1 血液検査  年4回まで                ′

血液検査の対象となる検査項目は,赤血球数,自血球数,血色素測定 (ヘモグロビ
ン),ヘマトクリット値,血小板数,末梢血液像,プロトロンピン時間測定,活性化ト
ロンポプラスチン時間測定,AST(GOT),ALT(GPT),ALP,γ ―GT
P(γ 一GT),総 ビリルビン,直接ビリルギン,総蛋白,アルプミン,ChE,zT
T,総コレステロール,AFP,PIvKA― Ⅱ,HBe抗 原,HBe抗 体,HBV―
DNAと する。

2 画像検査
(1)腹部エコー  年 4回まで
(2)造影CT又は造影MRI  年 2回まで
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月1メそ3

母子感染防止に係る医療

母親の血液検査 (ヽHBe抗原及びHBe抗 体)
子 1人につき 1回まで

2 子の血液検査
(1)HBs抗原
(2)HBs抗体

子 1人につき 2回まで

子 1人につき 1回まで

3 子に対するワクチン及びグロプリン投与
(1)ワ クチン投与  子 1人につき 3回まで
(2)グロプリン投与 子 1人につき 2回まで

13-
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別表4
同居家族の感染防止に係る医療

1 血液検査
(1)事前検査 (HBs抗原,HBs抗 体及びHBc抗体)
同居家族 1人につき 1回まで

(2)事後検査 (HBs抗体)
同居家族 1人につき 1回まで

2 ワクチン投与
同居家族 1人につき 3回まで (ただし, 3回接種後にHBs抗体が獲得されていない
ことが確認できた場合には,4回目の追加接種分も対象とする)
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B型肝炎訴訟の全体解決の枠組みに関する基本方針

平成 23年 7月 29日
閣  議  決  定

B型肝炎訴訟の原因である集団予防接種については、感染症から国民の生命・身体
を守 り、国民全体に広 く利益をもたらしたが、他方で、それにより、少なか らず被害

を被つた方々がおられる。本件訴訟は、かつて例のない大変大きな広がりを持つもの

であり、長期にわたって責任のある対応をとることが必要である。

本件訴訟については、平成 23年 6月 28日 に国と全国B型肝炎訴訟原告団・弁護
団との間で、国がB型肝炎ウイルスに感染した被害者の方々に甚大な被害を生 じさせ、
その被害の拡大を防止 しなかったことについての責任を認めることを内容とする「基

本合意書」が締結された。その際、財源確保策も含めた全体の枠組みについて所要の

法案の成立を目指すこと、また、本件の原因が昭和 23年から昭和 63年までの集団
予防接種の際の注射器の連続使用であることを踏まえ、こうした枠組みを国民全体で

支えていただくことについて、国民の理解を得ることが必要であることなどを内容と

する政府基本方針を決定した。

以上の経緯を踏まえ、被害を受けた方々に対する給付を万全なものとするため、B
型肝炎訴訟の全体解決の枠組みについては、「別添」に基づいて速やかに具体化を図

った上で、与野党協議に付し、給付と財源に関する法案の一体的な成立を目指す。

□  集団予防接種等の際の注射器の連続使用によるB型肝炎ウイルス感染者に対す
る給付金等の支給に関する枠組み (骨子 )
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集団予防接種等の際の注射器の連続使用によるB型肝炎ウイルス感染者に
対する給付金等の支給に関する枠組み (骨子 )

1. 目
B型肝炎訴訟について、今後訴訟を提起する者も含めた対応を行うためのスキー
ムを構築する。

2.対 象者とその認
対象者は、昭和 23年から昭和 63年までの集団予防接種における注射針等の
連続使用により満 7歳になるまでの間に B型肝炎ウイルスに感染した者及び
その者から母子感染 した者

対象者は裁判所が認定する。

3.給 付金等の支
(1) 主な給付金額
イ 死亡・肝がん・肝硬変 (重度 )
口 肝硬変 (軽度 )
ハ 慢性 B型肝炎 ((2)回 の者は除 く。)
二 無症候性キャリア ((2)イ の者は除 く。)
(2) 除斥期間が経過 した者への政策対応
イ 無症候性キャリア 給付金 50万円及び定期検査費用 (年 4回まで)等
口 慢性 B型肝炎
(i) 現在も慢性肝炎である者 等
(ii) 現在は慢性肝炎ではない者
(3)病 態が進展 した場合、既に支給 した一時金との差額を追加給付金として支給
((2)の者の病態が進展 した場合には (1)の給付金を支給 )

(4) 給付金等の請求には、 5年間の請求期間を設ける。

給付金等の支給に当面 5年間で必要な費用 1.1兆 円について、期間を限つて国民
全体で広 く分かち合う観点から、税制上の措置により 0_7兆円を確保し、あわせて
厚生労働省における基金の剰余金の返納、遊休資産の売却等により 0.1リヒ円を確保
し、これにより早急に財源を手当てする必要がある部分に相当する財源措置を講じ

る。残余の O.3兆円については執行状況を踏まえ、今後の対応を検討する。

5.支 給事
上記財源を社会保険診療報酬支払基金に新たに設置する基金に繰り入れ、給付金

等の支給事務は、同法人において実施する。

6_見 直 し規定
施行後 5年を目途に給付金等請求の状況を勘案し、請求期間及び財源措置を講ず
る期間について検討し、必要に応じて所要の措置を講ずる。

(2)

3,600万 円

2,500万 円

1,250万円

600万 円

給付金 300万円

給付金 150万円

‐
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(参考 )

B型肝炎訴訟の全面解決に係る
当面必要な費用と将来分の費用について

(患者、無症候性キャリアとも提訴率100%の場合の試算)

1.当面 (5年程度)の見込み  計 1.1兆円

○ 現在の患者分等の費用(除斥期間を経過した慢性肝炎患者を含む)

…30.6Jヒ円

…・ 0.2兆円○

　

○

病状進行者分の費用

無症候性キャリア分の費用

・ ―括金(50万円)

日定期検査費・交通費等

2.将来分 (25年程度 )の見込み

○ 病状進行者分の費用

○ 無症候性キャリア分の費用

口定期検査費口交通費等

…口 0.2兆円

…・ 0.1兆円

計2.1兆円

…・ 1.5JL円

…口0.6Jヒ円

合計 最大約3.2兆円
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